
数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度【応用基礎レベル】令和７年度申請用

様式１

大学等名

プログラム名

適用モデルカリキュラム

① 申請単位 ② 既認定プログラムとの関係

③ 教育プログラムの修了要件

④ 対象となる学部・学科名称

⑤ 修了要件

必要最低科目数・単位数 科目 単位 履修必須の有無

⑥ 応用基礎コア「Ⅰ．データ表現とアルゴリズム」の内容を含む授業科目

単位数 必須 1-6 1-7 2-2 2-7 単位数 必須 1-6 1-7 2-2 2-7

3 ○ ○ 2 ○ ○

4 ○ ○

2 ○ ○

3 ○ ○

2 ○ ○

1 ○ ○ ○

1 ○ ○ ○ ○

⑦ 応用基礎コア「Ⅱ．ＡＩ・データサイエンス基礎」の内容を含む授業科目

単位数 必須 1-1 1-2 2-1 3-1 3-2 3-3 3-4 3-9 単位数 必須 1-1 1-2 2-1 3-1 3-2 3-3 3-4 3-9

1 ○ ○ ○

2 ○ ○

2 ○ ○ ○ ○ ○ ○

⑧ 応用基礎コア「Ⅲ．ＡＩ・データサイエンス実践」の内容を含む授業科目

単位数 必須 単位数 必須

2 ○

2 ○

改定前モデルカリキュラム（2021年3月29日制定）

設計製図II

応用情報処理演習

授業科目 授業科目

応用情報処理演習

基礎情報処理演習I

授業科目 授業科目

情報リテラシー

情報リテラシー

数学Iβ 応用数学II

数学IIα

数学IIβ

設計製図II

和歌山工業高等専門学校

和歌山工業高等専門学校環境都市工学科MDASH応用基礎プログラム

応用基礎レベルのプログラムを構成する授業科目について

学部・学科単位のプログラム

数学IIIα

数学IIIβ

環境都市工学科

プログラムを構成する下記の科目すべてを修得すること。
・数学Iβ(3単位)
・数学IIα(4単位)
・数学IIβ(2単位)
・数学IIIα(3単位)
・数学IIIβ(2単位)
・情報リテラシー(1単位)
・基礎情報処理演習I(1単位)
・応用数学II(2単位)
・設計製図II(2単位)
・応用情報処理演習(2単位)

10 22 令和６年度以前より、履修することが必須のプログラムとして実施

授業科目 授業科目
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数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度【応用基礎レベル】令和７年度申請用

⑨ 選択項目・その他の内容を含む授業科目

⑩ プログラムを構成する授業の内容

1-6

1-7

2-2

2-7

授業に含まれている内容・要素 講義内容

（１）データサイエンスと
して、統計学を始め
様々なデータ処理に関
する知識である「数学
基礎（統計数理、線形
代数、微分積分）」に加
え、ＡＩを実現するため
の手段として「アルゴリ
ズム」、「データ表現」、
「プログラミング基礎」
の概念や知識の習得を
目指す。

・順列、組み合わせ「数学IIα」（第1～2週）
・条件確率「数学IIIβ」（第20週）
・代表値（平均値、中央値、最頻値）「数学IIIβ」（第16週）
・分散、標準偏差「数学IIIβ」（第17週）
・相関係数、相関関係と因果関係「応用数学II」（第2週）
・名義尺度、順序尺度、間隔尺度、比例尺度「応用数学II」（第1週）
・確率分布、正規分布、独立同一分布「応用数学II」（第3～9週）
・ベクトル、ベクトルの演算、ベクトルの和とスカラー倍「数学IIβ」（第1週、第10週）
・ベクトルの内積「数学IIβ」（第4～5週、第11週）
・行列、行列の演算、行列の和とスカラー倍、行列の積「数学IIβ」（第16～17週）
・逆行列「数学IIβ」（第19週、第25週）
・多項式関数「数学Iβ」（第13週）
・指数関数「数学Iβ」（第18週）
・対数関数「数学Iβ」（第22週）
・関数の傾きと微分の関係「数学IIα」（第11週）
・積分と面積の関係「数学IIα」（第27週）
・1変数関数の微分法「数学IIα」（第12～14週、第16～18週）
・1変数関数の積分法(不定積分、定積分)「数学IIα」（第26～29週）
・1変数関数の積分法(置換積分、部分積分)「数学IIIα」（第6～8週、第10週）
・1変数関数の積分法(分数関数・無理関数・三角関数の積分)「数学IIIα」（第11～14週）

・アルゴリズムの表現（フローチャート）「基礎情報処理演習I」（第13～14週）

・コンピュータで扱うデータ（数値、文章、画像、音声、動画など）「情報リテラシー」（第4週）
・構造化データ、非構造化データ）「情報リテラシー」（第4～5週）
・情報量の単位（ビット、バイト）、二進数、文字コード）「情報リテラシー」（第4週）

・文字型、整数型、浮動小数点型「情報リテラシー」（第4週）
・変数、代入、四則演算、論理演算「基礎情報処理演習I」（第3週）

授業科目 選択項目 授業科目 選択項目
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1-1

1-2

2-1

3-1

3-2

3-3

3-4

3-9

Ⅰ

Ⅱ

⑪ プログラムの学修成果（学生等が身に付けられる能力等）

【参考】

⑫ 生成AIに関連する授業内容

実施・検討状況
該当なし

（３）本認定制度が育成
目標として掲げる「デー
タを人や社会にかかわ
る課題の解決に活用で
きる人材」に関する理
解や認識の向上に資す
る実践の場を通じた学
習体験を行う学修項目
群。応用基礎コアのな
かでも特に重要な学修
項目群であり、「データ
エンジニアリング基
礎」、及び「データ・ＡＩ活
用 企画・実施・評価」か
ら構成される。

応用情報処理演習（第1～2週）※Python基礎（データの種類，代入，四則演算，反復など）

設計製図II(第1～15週)
・社会やビジネス等における問題および背景の理解、課題定義
・課題解決方法の検討、仮説立案
・データ収集およびデータ加工
・データ分析の実施
・データ活用結果の評価
など
応用情報処理演習（第1～15週)
・Python応用(データフレーム、機械学習、画像認識など)
・AIを活用したプログラミングの実装

                            など

・目的に応じて適切なデータ収集・分析を行う能力
・AI技術を活用し課題解決につなげる能力
・自らの専門分野である環境都市工学分野で応用することができる実践力

「数理・データサイエンス・ＡＩ（応用基礎レベル）モデルカリキュラム改訂版」（2024年2月　数理・データサイエンス教育強化拠点コンソーシア
ム）における、コア学修項目「3-5 生成AIの基礎と展望」の内容を含む授業（授業内で活用事例などを取り上げる、実際に使用してみるなど）
について、令和７年度以降の実施・検討状況などを記載してください。（教育プログラムに含む・含める科目に限り記載し、構想を含む講義内
容が記載出来る場合は記載してください）

※本項目は令和７年度先行認定より改訂版モデルカリキュラムを完全適用することを踏まえ、各大学等の実施・検討状況を参考に伺うもので
あり、認定要件とはなりません。

（２）ＡＩの歴史から多岐
に渡る技術種類や応用
分野、更には研究やビ
ジネスの現場において
実際にＡＩを活用する際
の構築から運用までの
一連の流れを知識とし
て習得するＡＩ基礎的な
ものに加え、「データサ
イエンス基礎」、「機械
学習の基礎と展望」、
及び「深層学習の基礎
と展望」から構成され
る。

・データサイエンス活用事例 （仮説検証、知識発見、原因究明、計画策定、判断支援、活動代替など）「応用情報処理演習」（第1週）

・データ分析の進め方、仮説検証サイクル「設計製図II」（第1週）

・ICT（情報通信技術）の進展、ビッグデータ「情報リテラシー」（第5週）

・AI技術の活用領域の広がり（流通、製造、金融、インフラ、公共、ヘルスケアなど）「応用情報処理演習」（第1週）

・AI倫理、AIの社会的受容性「情報リテラシー」（第9〜10週）
・プライバシー保護、個人情報の取り扱い「情報リテラシー」（第9〜10週）
・AIに関する原則/ガイドライン「情報リテラシー」（第9〜10週）
・AIの公平性、AIの信頼性、AIの説明可能性「情報リテラシー」（第9〜10週）

・機械学習、教師あり学習、教師なし学習、強化学習「応用情報処理演習」（第10～12週）

・実世界で進む深層学習の応用と革新（画像認識、自然言語処理、音声生成など）「応用情報処理演習」（第13～15週）

・AIの学習と推論、評価、再学習「応用情報処理演習」（第15週）
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数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度【応用基礎レベル】

様式２

①プログラム開設年度 年度（和暦）

②大学等全体の男女別学生数 男性 619 人 女性 195 人 （ 合計 814 人 ）

（令和６年５月１日時点）

③履修者・修了者の実績

履修者数 修了者数 履修者数 修了者数 履修者数 修了者数 履修者数 修了者数 履修者数 修了者数 履修者数 修了者数

環境都市工学科 204 40 200 42 0 42 21%

0 #DIV/0!

0 #DIV/0!

0 #DIV/0!

0 #DIV/0!

0 #DIV/0!

0 #DIV/0!

0 #DIV/0!

0 #DIV/0!

0 #DIV/0!

0 #DIV/0!

0 #DIV/0!

0 #DIV/0!

0 #DIV/0!

0 #DIV/0!

0 #DIV/0!

0 #DIV/0!

0 #DIV/0!

0 #DIV/0!

0 #DIV/0!

合　計 204 40 200 42 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 42 21%

和歌山工業高等専門学校

応用基礎レベルのプログラムの履修者数等の実績について

令和6

学部・学科名称 学生数
入学
定員

収容
定員

令和6年度 令和5年度 令和4年度 令和3年度 令和2年度 令和元年度 履修者数
合計 履修率
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数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度【応用基礎レベル】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 様式３

大学等名

① 全学の教員数 57 人 （非常勤） 26 人

② プログラムの授業を教えている教員数 8 人

③ プログラムの運営責任者

（責任者名） （役職名）

④ プログラムを改善・進化させるための体制（委員会・組織等）

（責任者名） （役職名）

⑤ プログラムを改善・進化させるための体制を定める規則名称

⑥ 体制の目的

⑦ 具体的な構成員

和歌山工業高等専門学校

教育の質・履修者数を向上させるための体制・計画について

(常勤）

井上　示恩 校長

教務委員会

林　和幸 教務主事

和歌山工業高等専門学校教務委員会規則

和歌山工業高等専門学校の本科の正課教育の運営を円滑にするために、和歌山工業高
等専門学校教務委員会を置く。教務委員会は本教育プログラムを含む全学のカリキュラム
や単位、成績を認定など全学科の教務に関する事項を掌握しており、教務委員会で本教育
プログラムの質・履修者数を向上に関する事項を取り扱う。

教務委員会委員長　　　環境都市工学科　教授　林　和幸
知能機械工学科　准教授　原　圭介
電気情報工学科　准教授　竹下　慎二
生物応用化学科　准教授　舟浴　佑典
環境都市工学科　准教授　孝森 洋介
総合教育科　　　　准教授　西嶋　政樹
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数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度【応用基礎レベル】

⑧ 履修者数・履修率の向上に向けた計画 ※様式１の「履修必須の有無」で「計画がある」としている場合は詳細について記載すること

令和６年度実績 令和７年度予定 令和８年度予定 60%

令和９年度予定 令和１０年度予定 収容定員（名） 200

⑨ 学部・学科に関係なく希望する学生全員が受講可能となるような必要な体制・取組等

⑩ できる限り多くの学生が履修できるような具体的な周知方法・取組

21% 40%

80% 100%

具体的な計画

全学科の教育プログラムを必修科目で構成しており、全学生が履修する。必修科目によって構成
されているため、対象学年の履修率は100％となる計画である。履修率100%達成後も各科目の質
の向上を目指し、教務委員会の中でプログラムの改善に関する議論を進めていく予定である。

各専門学科の学生が専門性を活かしつつプログラムを履修できるように、各学科ごとに教育プロ
グラムを構成している。全学科の教育プログラムを必修科目で構成しており、本科の学生が全員
履修できる体制となっている。

全学科の教育プログラムを必修科目で構成しており、本科の学生全員が履修する。教育プログラ
ムについてはホームページに掲載している。ホームページに掲載している情報については、各科
目の授業の最初の週や各クラスで実施しているホームルームなどで学生に周知を行う。
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数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度【応用基礎レベル】

⑪ できる限り多くの学生が履修・修得できるようなサポート体制

⑫

全学科の教育プログラムを必修科目で構成しており、在学中のカリキュラム上で適切な時期に対
象科目を開講している。それに加えて、各学科の教員が学生の専門性に対応した教材を用いて
講義を行い、学生の履修・修得を支援している。

授業時間内外で学習指導、質問を受け付ける具体的な仕組み

授業時間内での通常の質問の受け付けのほか、オンラインツールであるMicrosoft　Ｔｅａｍｓを活
用した質問を積極的に活用するよう学生に周知している。このように、学生は授業時間以外に授
業でわからなかった点などをオンライン上で質問することができる環境を構築している。
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数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度【応用基礎レベル】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 様式４

大学等名 和歌山工業高等専門学校

① プログラムの自己点検・評価を行う体制（委員会・組織等）

（責任者名） 岸本　昇 （役職名） 自己点検・評価委員会委員長

② 自己点検・評価体制における意見等

学内からの視点

自己点検・評価について

自己点検・評価委員会

自己点検・評価の視点 自己点検・評価体制における意見・結果・改善に向けた取組等

プログラムの履修・修得状
況

【評価結果】
十分に実施している。

本教育プログラムは必修科目のみで構成されており、当学科に入学した学生（１学年の定員40名）は全員がプログラム
構成科目を学年進行で履修（※１）することになっている。
本教育プログラムは令和６年度１年生から適用されている。令和６年度１年生の履修率は100％である。
本教育プログラムの構成科目を含む全科目の修得状況については、９月と３月に行われる成績判定会で確認してい
る。令和６年度１年生の単位未修得者は以下のとおりである。
「数学Ⅰβ」２名
単位未修得者は、留年した場合には再履修し、仮進級した場合は特別指導を受講後に再評価を受けることになってい
る。
※１：転入学、編入学、転科、再入学によって入学年より前の学年の授業科目を履修できない者は、対象外となる。

学修成果

【評価結果】
十分に実施している。

９月と３月に行われる成績判定会において学生の履修・単位修得状況を把握し、クラス担任から学生に対して適切な
指導を行っている。単位未修得者がわずかにいるが、留年した場合には再履修、仮進級した場合は特別指導受講後
の再評価において単位取得できるように指導する。
毎年、全開講科目について学生授業アンケートを実施して、「この授業に意欲的・積極的に取り組みましたか。」「この
授業を総合評価するとあなたはどれぐらいに評価しますか。」の項目により学修成果の確認を行っている。本教育プロ
グラム構成科目の学生授業アンケートによると、学生自身の授業への取り組み状況は非常に積極的であり、授業への
満足度も高い結果が得られている。

学生アンケート等を通じた
学生の内容の理解度

【評価結果】
十分に実施している。

学生授業アンケート内で、学生が授業内容の理解について自己評価を行っている。それによると、若干の学生が低い
評価を行っているが、多くの学生は高い評価を行っている。
ただし、１年生の段階の教育プログラムは基礎的な学習に留まっており、高度な学習内容には触れていない。当学科と
しては、後の学年の開講科目において学生がデータサイエンス、AIに関するより深い理解を得ることを期待している。
そのためにも、３年生までの基礎領域については、全員が到達目標を達成できるように、理解度の低い学生に対する
フォローと授業改善を実施する。

学生アンケート等を通じた
後輩等他の学生への推奨
度

【評価結果】
十分に実施している。

本教育プログラムは必修科目のみで構成されており、履修率向上のために改めて後輩等他の学生に本教育プログラ
ムを推奨する必要はないが、修得率を向上させるために、本校HPにおいて周知を行う、修了証を授与するなどの目的
意識を育む奨励策を行う予定である。
なお、すでに認定を受けているリテラシーレベルについては本校HPで周知を行っている。
https://www.wakayama-nct.ac.jp/campuslife/education/datascience/

全学的な履修者数、履修
率向上に向けた計画の達
成・進捗状況

【評価結果】
十分に実施している。

本教育プログラムは必修科目のみで構成されており、本校に入学した学生全員が履修（※）する。１年度あたり１６０名
（４０名×４学科）の学生が新たに本プログラムの履修を開始することになる。
本教育プログラムの適用は令和６年度１年生からとなっており、令和６年度末現在の履修率は100％である。
※転入学、編入学、転科、再入学によって入学年より前の学年の授業科目を履修できない者は、対象外となる。
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数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度【応用基礎レベル】

自己点検・評価の視点 自己点検・評価体制における意見・結果・改善に向けた取組等

学外からの視点

数理・データサイエンス・ＡＩを
「学ぶ楽しさ」「学ぶことの意
義」を理解させること

【評価結果】
実施している。

本教育プログラムと並列開講しているリテラシーレベルの教育プログラムでは、AI等を活用した新しいビジネスモデル
の調査、データ可視化、ビッグデータの利用を通して、数理・データサイエンス・AIの活用事例に対する理解を深めてい
る。
数理・データサイエンス・AIに直接触れる本教育プログラムでは、目的に応じて適切なデータ収集・分析を行う能力、AI
技術を活用し課題解決につなげる能力、自らの専門分野である環境都市工学分野で応用することができる実践力を身
につけることで、学ぶ楽しさや学ぶことの意義を感じることができる内容となっている。
学生授業アンケートでは、「この授業に意欲的に積極的に取り組みましたか」との設問があり、学生からの回答結果に
基づいて教員が授業改善を図る体制が確立している。

内容・水準を維持・向上しつ
つ、より「分かりやすい」授業
とすること

※社会の変化や生成AI等の
技術の発展を踏まえて教育
内容を継続的に見直すなど、
より教育効果の高まる授業内
容・方法とするための取組や
仕組みについても該当があ
れば記載

【評価結果】
実施している。

授業内容についてはシラバスに明記し、教員によるシラバスの相互点検を実施することで内容・水準を維持・向上でき
る仕組みを整備している。
学生授業アンケートと教員相互の授業参観を行って、授業力評価の可視化を行っている。これらには「授業中の説明
はわかりやすかったか」、「授業の理解を深めるような工夫は行われているか」の設問が共にあり、授業担当教員が学
生や他の教員からの回答結果に基づいて継続的に授業の内容・方法の改善を図る体制が確立している。

教育プログラム修了者の
進路、活躍状況、企業等
の評価

【評価結果】
　　―

【意見】
令和６年度末の時点で本教育プログラムの修了者はいない。卒業生の進路状況については継続的に調査しているた
め、将来的には本教育プログラム修了者の進路が調査できる予定である。

産業界からの視点を含め
た教育プログラム内容・手
法等への意見

【評価結果】
十分に実施している。

令和元年度より国立高等専門学校機構「非情報系学科を含む全学科での情報教育の強化・高度化推進プロジェクト」
に参加し、産業界へのヒアリング結果から抽出した10年後に必要とされる情報活用能力（データサイエンス・AI）の教育
の本校カリキュラムへの反映をおこなった。
本教育プログラム構成科目を含む本校の教育研究活動等の状況について、機関別認証評価や和歌山工業高等専門
学校諮問委員会などの外部評価を受けている。令和元年度に受審した機関別認証評価においては、「大学改革支援・
学位授与機構が定める高等専門学校評価基準を満たしている。」との評価を受けている。令和４年度和歌山工業高等
専門学校諮問委員会においては、「和歌山高専における情報教育の在り方」について産官学の業界からの意見を受け
た。
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和歌山工業高等専門学校 開講年度 令和06年度 (2024年度) 授業科目 数学Ⅰβ
科目基礎情報
科目番号 0003 科目区分 一般 / 必修
授業形態 授業 単位の種別と単位数 履修単位: 3
開設学科 環境都市工学科 対象学年 1
開設期 通年 週時間数 3

教科書/教材 「新基礎数学 改訂版」大日本図書、「新基礎数学問題集 改訂版」大日本図書、「練習ドリル数学Ⅰ」数研出版、「練習
ドリル数学Ⅱ」数研出版

担当教員 青井 顕宏
到達目標
工学技術者にとって必要な計算や論理思考の基礎的な能力を養う。式の展開、因数分解ができる。基本的な不等式を解くことができる。２次関
数のグラフがかける。指数、対数計算ができる。円や楕円の方程式が与えられた時、図がかける。不等式の表す領域がかける。
ルーブリック

理想的な到達レベルの目安 標準的な到達レベルの目安 未到達レベルの目安
式の展開、因数分解 式の展開、因数分解ができる。 式の展開、因数分解ができる。 式の展開、因数分解ができない。

不等式 基本的な不等式を解くことができ
る。

いくつかの基本的な不等式を解く
ことができる。

基本的な不等式を解くことができ
ない。

２次関数 ２次関数のグラフがかける。 ２次関数のグラフがかける。 ２次関数のグラフがかけない。
指数、対数 指数、対数計算ができる。 指数、対数計算ができる。 指数、対数計算ができない。

円や楕円 円や楕円の方程式が与えられた時
、図がかける。

円や楕円の方程式が与えられた時
、図がかける。

円や楕円の方程式が与えられた時
、図がかけない。

不等式の表す領域 不等式の表す領域がかける。 不等式の表す領域がかける。 不等式の表す領域がかけない。
学科の到達目標項目との関係
 C-1  C-2
教育方法等

概要
高専で学ぶ数学の基礎を学習する。堅固な計算力を身に付け、高度な知識を習得する。
モデルコアカリキュラム（試案）対応科目。
工学技術者にとって必要な計算や論理思考の基礎的な能力を養う。

授業の進め方・方法 講義を中心として問題演習を適宜実施する。次回までに提出する課題も適宜与える。
年４回の定期試験（７０％）および小テスト・課題（３０％）により評価する。

注意点
事前学習：教科書の該当する範囲を予習しておくこと。
事後学習：学習した範囲を復習し、配布された課題を解いて次回の授業時に提出できるようにしておくこと。

授業の属性・履修上の区分
□  アクティブラーニング □  ICT 利用 ☑  遠隔授業対応 □  実務経験のある教員による授業

授業計画
週 授業内容 週ごとの到達目標

前期

1stQ

1週 数と式の計算　  加法、減法、乗法 数と式の計算　  加法、減法、乗法ができる。
2週 因数分解 因数分解ができる。
3週 整式の除法、公約数、公倍数 整式の除法ができ、公約数、公倍数を求められる。
4週 剰余の定理と因数定理、練習問題 剰余の定理と因数定理が理解でき、応用もできる。
5週 分数式の計算 分数式の計算ができる。

6週 不等式の性質、１次不等式 不等式の性質が理解でき、１次不等式の問題が解ける
。

7週 連立不等式、２次不等式 連立不等式と２次不等式の問題が解ける。
8週 演習、練習問題 ここまでの学習内容に関する問題が解ける。

2ndQ

9週 演習および中間試験 学習した事項の定着をはかる。
10週 ２次関数のグラフ ２次関数のグラフがかける。

11週 最大・最小、２次方程式との関係 最大値・最小値を求められる。２次方程式との関係が
理解できる。

12週 ２次関数と２次不等式 ２次関数と２次不等式の関係を理解し、問題が解ける
。

13週 べき関数、分数関数 べき関数や分数関数のグラフがかける。
14週 無理関数、逆関数 無理関数や逆関数のグラフがかける。
15週 期末試験 学習した事項の定着をはかる。
16週 試験返却、解説 学習した事項の定着をはかる。

後期
3rdQ

1週 累乗根、指数の拡張 累乗根、指数の拡張が理解できる。
2週 指数計算 指数計算ができる。
3週 指数関数 指数関数のグラフがかける。
4週 指数方程式、練習問題 指数方程式が解ける。
5週 対数の定義 対数の定義が理解できる。
6週 対数の計算 対数の計算ができる。
7週 対数関数 対数関数のグラフがかける。
8週 演習および中間試験 学習した事項の定着をはかる。

4thQ 9週 対数方程式、練習問題 対数方程式の問題が解ける。
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10週 円の方程式 円の方程式がわかる。
11週 円の方程式の応用 円の方程式の応用ができる。
12週 楕円、双曲線、放物線 楕円、双曲線、放物線がかける。
13週 楕円、双曲線、放物線 楕円、双曲線、放物線がかける。
14週 不等式と領域 不等式の表す領域がかける。
15週 期末試験 学習した事項の定着をはかる。
16週 試験返却、解説 学習した事項の定着をはかる。

モデルコアカリキュラムの学習内容と到達目標
分類 分野 学習内容 学習内容の到達目標 到達レベル 授業週

基礎的能力 数学 数学 数学

整式の加減乗除の計算、及び因数定理等を利用した簡単な因数分
解ができる。　 3 前1,前2,前

3,前4
分数式の加減乗除の計算ができる。 3 前5
一次不等式及び二次不等式を解くことができる。 3 前6,前7

二次関数の性質及びグラフを理解し、最大値や最小値を求めるこ
とができる。 3

前9,前
10,前11,前
12

分数関数や無理関数の性質及びグラフを理解し、分数関数や無理
関数を含む不等式に応用できる。 3 前13,前14

与えられた関数の逆関数を求め、その性質を説明できる。 3 前14
累乗根や指数法則を利用した計算ができる。 3 後1,後2
指数関数の性質及びグラフを理解し、指数関数を含む方程式・不
等式を解くことができる。 3 後3,後4

対数の性質を理解し、対数の計算ができる。 3 後5,後6
対数関数の性質及びグラフを理解し、対数関数を含む方程式・不
等式を解くことができる。 3 後7,後9

直線及び円の方程式を求めることができる。 3 後10,後11
二次曲線について、方程式とグラフの概形の関係を説明できる。
　　 3 後12,後13

不等式の表す領域を図示できる。 3 後14
評価割合

定期試験 課題 合計
総合評価割合 70 30 100
基礎的能力 70 30 100
専門的能力 0 0 0
分野横断的能力 0 0 0
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和歌山工業高等専門学校 開講年度 令和06年度 (2024年度) 授業科目 数学Ⅱα
科目基礎情報
科目番号 0033 科目区分 一般 / 必修
授業形態 授業 単位の種別と単位数 履修単位: 4
開設学科 環境都市工学科 対象学年 2
開設期 通年 週時間数 4

教科書/教材
「新 基礎数学 改訂版」、「新 基礎数学 問題集 改訂版」、「新 確率統計 改訂版」、「新 確率統計 問題集 改訂版」、
「新 微分積分Ｉ改訂版」、「新 微分積分 問題集 改訂版」大日本図書、練習ドリル「数学A」、「数学B」、「数学II」
、「数学III」数研出版

担当教員 秋山 聡
到達目標
工学技術者にとって必要な計算や論理思考の基礎的な能力を養う。
順列や組み合わせの基本的な計算ができるようになる。確率の基本的な計算ができるようになる。
数列と数列の和の基本的な計算ができるようになる。
微分、積分の内容を理解し、計算が出来るようになる。
特に微分積分学は物理学や工学といった学問では日常的に利用されている数学の分野であるため、基本的な計算が出来るようになることに重点
をおく。
ルーブリック

理想的な到達レベルの目安 標準的な到達レベルの目安 未到達レベルの目安

評価項目1 順列、組み合わせ、確率の応用を
含む計算ができる

順列、組み合わせ、確率の基本的
な計算ができる

順列、組み合わせ、確率の計算が
できない

評価項目2 数列、数列の和の応用を含む計算
ができる

数列、数列の和の基本的な計算が
できる 数列、数列の和の計算ができない

評価項目3 微分、積分の応用を含む計算がで
きる

微分、積分の基本的な計算ができ
る 微分、積分の計算ができない

学科の到達目標項目との関係
 C-1
教育方法等

概要
専門科目で扱う現象の記述と解析に必要不可欠な微分積分学の基礎を学習する科目。
微分積分学は物理学や工学といった学問では日常的に利用されている数学の分野であるため、基本的な計算が出来るよ
うになることに重点をおく。

授業の進め方・方法 講義及び演習や小テストを実施する。
年４回の定期試験（７０％）および小テスト・課題（３０％）により評価する。

注意点
事前学習：シラバスの授業計画の該当週の内容を確認しておくこと
事後学習：授業で扱った問の復習とドリルの該当問題を解いておくこと
本授業はグローバルエンジニア育成事業レベル１で実施する。
レベル１：英語使用割合（テキスト：50%以上、説明：30%程度）

授業の属性・履修上の区分
☑  アクティブラーニング □  ICT 利用 □  遠隔授業対応 □  実務経験のある教員による授業

授業計画
週 授業内容 週ごとの到達目標

前期

1stQ

1週 場合の数・順列 場合の数・順列の基本的な問題ができる
2週 組合せ 組合せの基本的な問題ができる
3週 二項定理 二項定理の基本的な問題ができる
4週 確率の定義 確率の定義を理解し、確率の基本的な問題ができる
5週 確率の基本性質 確率の基本性質、期待値の基本的な問題ができる
6週 等差数列 等差数列の基本的な問題ができる
7週 等比数列 等比数列の基本的な問題ができる
8週 数列の和 数列の和の基本的な問題ができる

2ndQ

9週 前期中間試験
前期中間試験返却、解説 ここまでの内容についての問題ができる

10週 関数の極限 関数の極限の基本的な問題ができる
11週 微分係数・導関数 微分係数・導関数の基本的な問題ができる
12週 導関数の性質 導関数の性質の基本的な問題ができる
13週 三角関数の導関数 三角関数の導関数の基本的な問題ができる
14週 指数関数と対数関数の導関数 指数関数と対数関数の導関数の基本的な問題ができる
15週 期末試験 ここまでの内容についての問題ができる
16週 試験答案返却・解答解説 ここまでの内容についての問題ができる

後期 3rdQ

1週 合成関数の導関数 合成関数の導関数の基本的な問題ができる

2週 対数関数の性質を用いた微分法 対数関数の性質を用いた微分法の基本的な問題ができ
る

3週  逆三角関数とその導関数 逆三角関数とその導関数の基本的な問題ができる
4週 関数の連続 関数の連続の基本的な問題ができる
5週 接線と法線・関数の増減 接線と法線・関数の増減の基本的な問題ができる
6週 極大と極小・関数の最大最小 極大と極小・関数の最大最小の基本的な問題ができる
7週 不定形の極限・高次導関数 不定形の極限・高次導関数の基本的な問題ができる

8週 後期中間試験
後期中間試験返却、解説 ここまでの内容についての問題ができる
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4thQ

9週 曲線の凹凸 曲線の凹凸の基本的な問題ができる

10週 媒介変数表示と微分法・速度と加速度  媒介変数表示と微分法・速度と加速度の基本的な問題
ができる

11週 不定積分 不定積分の基本的な問題ができる
12週 定積分の定義 定積分の定義の基本的な問題ができる
13週 微分積分学の基本定理 微分積分学の基本定理の基本的な問題ができる
14週 定積分の計算 定積分の基本的な問題ができる
15週 期末試験 ここまでの内容についての問題ができる
16週 試験答案返却・解答解説 ここまでの内容についての問題ができる

モデルコアカリキュラムの学習内容と到達目標
分類 分野 学習内容 学習内容の到達目標 到達レベル 授業週

基礎的能力 数学 数学 数学

積の法則と和の法則を利用して、簡単な事象の場合の数を数える
ことができる。 3 前1,前2

簡単な場合について、順列と組合せの計算ができる。 3 前1,前2,前
3

等差数列・等比数列の一般項やその和を求めることができる。 3 前6,前7,前
8

総和記号を用いた簡単な数列の和を求めることができる。 3 前6,前7,前
8

簡単な場合について、関数の極限を求めることができる。 3 前10,後7
微分係数の意味や、導関数の定義を理解し、導関数を求めること
ができる。 3 前11

積・商の導関数の公式を用いて、導関数を求めることがができる
。 3 前11,前12

合成関数の導関数を求めることができる。 3 後1

三角関数・指数関数・対数関数の導関数を求めることができる。 3 前13,前
14,後2

逆三角関数を理解し、逆三角関数の導関数を求めることができる
。 3 後3

関数の増減表を書いて、極値を求め、グラフの概形をかくことが
できる。 3 後5,後6

極値を利用して、関数の最大値・最小値を求めることができる。 3 後5,後6
簡単な場合について、関数の接線の方程式を求めることができる
。 3 後5

2次の導関数を利用して、グラフの凹凸を調べることができる。 3 後7,後9
関数の媒介変数表示を理解し、媒介変数を利用して、その導関数
を求めることができる。 3 後10

不定積分の定義を理解し、簡単な不定積分を求めることができる
。 3 後11

定積分の定義と微積分の基本定理を理解し、簡単な定積分を求め
ることができる。 3 後12,後

13,後14
簡単な場合について、曲線で囲まれた図形の面積を定積分で求め
ることができる。 3 後12,後13

独立試行の確率、余事象の確率、確率の加法定理、排反事象の確
率を理解し、簡単な場合について、確率を求めることができる。 3 前4,前5

評価割合
定期試験 課題・小テスト等 合計

総合評価割合 70 30 100
配点 70 30 100

- 13 -



和歌山工業高等専門学校 開講年度 令和06年度 (2024年度) 授業科目 数学Ⅱβ
科目基礎情報
科目番号 0034 科目区分 一般 / 必修
授業形態 授業 単位の種別と単位数 履修単位: 2
開設学科 環境都市工学科 対象学年 2
開設期 通年 週時間数 2

教科書/教材 教科書「新線形代数 改訂版」大日本図書／問題集「新線形代数問題集 改訂版」大日本図書,「練習ドリル数学C【標準編
】」数研出版

担当教員 津野 祐司
到達目標
平面や空間のベクトルの計算、および幾何学への応用が出来る。行列や行列式の計算が出来る。
※数学は工学を学ぶ上での土台です。基本をおさえることが専門科目のより深い理解につながり、専門をいかした仕事に就いたときに役立ちま
す。整合性のとれた様々な数学の考え方を学ぶ中で、数学を用いて工学を説明する力を身に付けることを目標に学習しましょう。
ルーブリック

理想的な到達レベルの目安 標準的な到達レベルの目安 未到達レベルの目安

ベクトル 平面や空間のベクトルの計算およ
び幾何学への応用ができる

平面や空間のベクトルの基本的な
計算および幾何学への簡単な応用
ができる

平面や空間のベクトルの計算およ
び幾何学への応用ができない

行列 行列や行列式の計算ができる 行列や行列式の基本的な計算がで
きる 行列や行列式の計算ができない

学科の到達目標項目との関係
 C-1
教育方法等

概要
ベクトル、行列および行列式などの線形代数の基本的事項を理解し、計算できることに重点をおいて学習する。
工学で現れる基礎方程式のほとんどがベクトルや行列を用いて表されており、技術者を目指す者全てが習得すべき事柄
を学習する科目。

授業の進め方・方法 講義を中心として問題演習や小テストを適宜実施する。
年４回の定期試験（７０％）および小テスト・課題（３０％）により評価する。

注意点
事前学習：教科書の予定範囲を読み、意味を忘れている用語や記号がないか確認しておくこと。
事後学習：授業で解いた「教科書の問」に対応する「問題集のBASICの問」を解いて理解を確認すること。
本授業はグローバルエンジニア育成事業レベル１で実施する。
レベル１：英語使用割合（テキスト：50%以上、説明：30%程度）

授業の属性・履修上の区分
□  アクティブラーニング □  ICT 利用 ☑  遠隔授業対応 □  実務経験のある教員による授業

授業計画
週 授業内容 週ごとの到達目標

前期

1stQ

1週 （平面内のベクトル）定義と演算 ベクトルの基本演算ができる
2週 ベクトルの成分 ベクトルの成分を用いた基本演算ができる
3週 練習問題 ここまでの学習内容を組合せた問題が解ける
4週 ベクトルの内積 ベクトルの内積が計算できる
5週 ベクトルの内積 ベクトルの内積から長さや角度が計算できる
6週 ベクトルの平行と垂直 平行条件・垂直条件をあてはめられる
7週 ベクトルの図形への応用 ベクトルを用いて図形の問題が解ける
8週 （空間内のベクトル）空間図形 空間座標に関する基本計算ができる

2ndQ

9週 中間試験 ここまでの内容についての問題ができる
10週 ベクトルの成分 ベクトルの成分を用いた基本演算ができる
11週 ベクトルの内積 ベクトルの内積が計算できる
12週 直線の方程式 直線の方程式を求められる
13週 平面の方程式 平面の方程式を求められる
14週 球の方程式 球の方程式を求められる
15週 期末試験 ここまでの内容についての問題ができる
16週 試験返却・解説 ここまでの内容についての問題ができる

後期

3rdQ

1週 （行列）定義、行列の和・差、数との積 行列の基本演算ができる
2週 行列の積と合成変換、転置行列 行列の積や転置が求められる
3週 練習問題 ここまでの学習内容を組合せた問題が解ける
4週 逆行列 サイズの小さい逆行列が求められる
5週 線形変換 行列に対応する線形変換を図示できる
6週 回転 回転変換を計算できる
7週 練習問題 ここまでの学習内容を組合せた問題が解ける
8週 中間試験 ここまでの内容についての問題ができる

4thQ

9週 （連立一次方程式と行列）消去法 消去法で連立一次方程式が解ける
10週 逆行列と連立一次方程式 サイズの大きい逆行列が求められる
11週 練習問題 ここまでの学習内容を組合せた問題が解ける
12週 （行列式）定義 サイズの小さい行列式が計算できる
13週 行列式の性質 行列式の性質をあてはめられる
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14週 行列式の計算 サイズの大きい行列式が計算できる
15週 期末試験 ここまでの内容についての問題ができる
16週 試験返却・解説 ここまでの内容についての問題ができる

モデルコアカリキュラムの学習内容と到達目標
分類 分野 学習内容 学習内容の到達目標 到達レベル 授業週

基礎的能力 数学 数学 数学

ベクトルの定義を理解し、ベクトルの基本的な計算(和・差・定
数倍)ができ、大きさを求めることができる。 3 前1

平面および空間ベクトルの成分表示ができ、成分表示を利用して
簡単な計算ができる。 3 前2,前10

平面および空間ベクトルの内積を求めることができる。 3 前4,前5,前
11

問題を解くために、ベクトルの平行・垂直条件を利用することが
できる。 3 前6

空間内の直線・平面・球の方程式を求めることができる(必要に
応じてベクトル方程式も扱う)。 3

前7,前8,前
12,前13,前
14

行列の定義を理解し、行列の和・差・スカラーとの積、行列の積
を求めることができる。 3 後1,後2,後

5
逆行列の定義を理解し、2次の正方行列の逆行列を求めることが
できる。 3 後4

行列式の定義および性質を理解し、基本的な行列式の値を求める
ことができる。 3 後12,後

13,後14
線形変換の定義を理解し、線形変換を表す行列を求めることがで
きる。 3 後5

合成変換や逆変換を表す行列を求めることができる。 3 後5
平面内の回転に対応する線形変換を表す行列を求めることができ
る。 3 後6

評価割合
定期試験 課題・小テスト 合計

総合評価割合 70 30 100
配点 70 30 100
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和歌山工業高等専門学校 開講年度 令和06年度 (2024年度) 授業科目 数学Ⅲα
科目基礎情報
科目番号 0042 科目区分 一般 / 必修
授業形態 授業 単位の種別と単位数 履修単位: 3
開設学科 環境都市工学科 対象学年 3
開設期 通年 週時間数 3

教科書/教材
教科書「新 微分積分Ⅰ 改訂版」「新 微分積分Ⅱ 改訂版」大日本図書
問題集「新 微分積分Ⅰ 問題集 改訂版」「新 微分積分Ⅱ 問題集 改訂版」大日本図書
ドリル「新課程　練習ドリル　数学II　標準編」「練習ドリル数学III【標準編】」数研出版

担当教員 濱田 俊彦
到達目標
工学技術者にとって必要な計算や論理思考の基礎的な能力を養う。
積分法の基本的な計算と応用ができる。数列の収束・発散が判別できる。微分法を用いて関数をべき級数展開できる。重積分の基本的な計算と
応用ができる。
後半では高校数学の範囲を超えて，理系大学の１，２年生が学習する内容を学ぶ。
ルーブリック

理想的な到達レベルの目安 標準的な到達レベルの目安 未到達レベルの目安

積分法 重積分を含む積分法の計算と応用
ができる

重積分を含む積分法の基本的な計
算と簡単な応用ができる

重積分を含む積分法の計算と応用
ができない

数列と級数展開 数列の収束・発散の判別や関数の
べき級数展開ができる

簡単な数列の収束・発散の判別や
基本的な関数のべき級数展開がで
きる

数列の収束・発散の判別や関数の
べき級数展開ができない

学科の到達目標項目との関係
 C-1  C-3
教育方法等

概要
２学年に引き続き微分積分の基礎を学習し，その応用を修得する。
多くの技術者が道具として使う連続体力学，流体力学，電磁気学，量子力学などで現れる関数解析および多変量解析
（特に積分）の基礎を修得する。

授業の進め方・方法 講義を中心として問題演習や小テストを適宜実施する。
年４回の定期試験（７０％）および小テスト・課題（３０％）により評価する。

注意点 事前学習：教科書の予定範囲を読み、意味を忘れている用語や記号がないか確認しておくこと。
事後学習：授業で解いた「教科書の問」に対応する「問題集のBASICの問」を解いて理解を確認すること。

授業の属性・履修上の区分
□  アクティブラーニング □  ICT 利用 ☑  遠隔授業対応 □  実務経験のある教員による授業

授業計画
週 授業内容 週ごとの到達目標

前期

1stQ

1週 （積分と不定積分）不定積分と定積分、練習問題およ
び復習 基礎的な不定積分と定積分が計算できる

2週 〃 基礎的な不定積分と定積分が計算できる
3週 （積分の計算）不定積分の置換積分法 不定積分の置換積分法ができる
4週 〃 不定積分の置換積分法ができる
5週 練習問題 ここまでの学習内容を組合せた問題が解ける
6週 定積分の置換積分法 定積分の置換積分法ができる
7週 練習問題 ここまでの学習内容を組合せた問題が解ける
8週 部分積分法 部分積分法ができる

2ndQ

9週 中間試験
10週 部分積分法 部分積分法ができる
11週 分数関数の積分 分数関数の積分ができる
12週 無理関数の積分 無理関数の積分ができる
13週 練習問題 ここまでの学習内容を組合せた問題が解ける
14週 三角関数の積分 三角関数の積分ができる
15週 期末試験
16週 試験返却・解説

後期

3rdQ

1週 （積分の応用）図形の面積、曲線の長さ 図形の面積、曲線の長さが求められる
2週 立体の体積 立体の体積が求められる
3週 練習問題および復習 ここまでの学習内容を組合せた問題が解ける
4週 媒介変数表示による図形 媒介変数表示による図形の面積や長さが求められる
5週 極座標による図形 極座標による図形の面積や長さが求められる
6週 広義積分 広義積分が計算できる

7週 （関数の展開）無限数列、無限級数 無限数列、無限級数の極限や収束判定などの計算がで
きる

8週 中間試験

4thQ

9週 マクローリン展開、テイラー展開 マクローリン展開、テイラー展開ができる
10週 練習問題および復習 ここまでの学習内容を組合せた問題が解ける
11週 （重積分）２重積分 ２重積分ができる
12週 練習問題 ここまでの学習内容を組合せた問題が解ける
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13週 立体の体積 ２重積分を用いて立体の体積が求められる
14週 極座標による２重積分 極座標による２重積分ができる
15週 期末試験
16週 試験返却・解説

モデルコアカリキュラムの学習内容と到達目標
分類 分野 学習内容 学習内容の到達目標 到達レベル 授業週

基礎的能力 数学 数学 数学

不定形を含むいろいろな数列の極限を求めることができる。 3 後7
無限等比級数等の簡単な級数の収束・発散を調べ、その和を求め
ることができる。 3 後7

置換積分および部分積分を用いて、不定積分や定積分を求めるこ
とができる。 3 前3,前4,前

6,前8,前10
定積分の定義と微積分の基本定理を理解し、簡単な定積分を求め
ることができる。 3 前1,前2

分数関数・無理関数・三角関数・指数関数・対数関数の不定積分
・定積分を求めることができる。 3 前11,前

12,前14
簡単な場合について、曲線で囲まれた図形の面積を定積分で求め
ることができる。 3 後1

簡単な場合について、曲線の長さを定積分で求めることができる
。 3 後1

簡単な場合について、立体の体積を定積分で求めることができる
。 3 後2

簡単な1変数関数の局所的な1次近似式を求めることができる。 3 後9
1変数関数のテイラー展開を理解し、基本的な関数のマクローリ
ン展開を求めることができる。 3 後9

オイラーの公式を用いて、複素数変数の指数関数の簡単な計算が
できる。 3 後9

2重積分の定義を理解し、簡単な2重積分を累次積分に直して求
めることができる。 3 後11

極座標に変換することによって2重積分を求めることができる。 3 後14
2重積分を用いて、簡単な立体の体積を求めることができる。 3 後13

評価割合
定期試験・到達度試験 小テスト等 合計

総合評価割合 70 30 100
配点 70 30 100
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和歌山工業高等専門学校 開講年度 令和06年度 (2024年度) 授業科目 数学Ⅲβ
科目基礎情報
科目番号 0043 科目区分 一般 / 必修
授業形態 授業 単位の種別と単位数 履修単位: 2
開設学科 環境都市工学科 対象学年 3
開設期 通年 週時間数 2

教科書/教材 教科書：「新 微分積分Ⅰ改訂版，新 微分積分Ⅱ改訂版」（大日本図書 ），「新 確率統計」（同），問題集：「新 微分
積分Ⅰ問題集改訂版，新 微分積分Ⅱ 問題集改訂版」（同），「新 確率統計 問題集」（同）

担当教員 池田 浩之
到達目標
２変数関数の意味を理解し，基本的なグラフを見分けられるようにする．偏微分法の基本的な計算と応用が出来るようにする．微分方程式の意
味を理解し，基本的な微分方程式を解けるようにする．確率の定義を理解し、条件付き確率と乗法定理、事象の独立を理解できるようにする.
1次元, 2次元データの整理の仕方を理解し、基本的な分析ができるようにする.工学の仕事をする上で計算の役に立つ。
ルーブリック

理想的な到達レベルの目安 標準的な到達レベルの目安 未到達レベルの目安
２変数関数の意味を理解し，基本
的なグラフを見分けられるように
する．

２変数関数の意味を理解し，基本
的なグラフを見分けられる．

２変数関数の意味を理解し，いく
つかの基本的なグラフを見分けら
れる．

２変数関数の意味を理解していな
い．

偏微分法の基本的な計算と応用が
出来るようにする．

偏微分法の基本的な計算と応用が
出来る．

偏微分法の基本的な計算といくつ
かの応用が出来る．

偏微分法の基本的な計算が出来き
ない．

微分方程式の意味を理解し，基本
的な微分方程式を解けるようにす
る．

微分方程式の意味を理解し，基本
的な微分方程式を解ける．

微分方程式の意味を理解し，いく
つかの基本的な微分方程式を解け
る．

微分方程式の意味を理解していな
い．

確率の定義を理解し、確率の計算
ができるようにする.

確率の定義を理解し、基本的な確
率の計算ができる.

確率の定義を理解し、いくつかの
基本的な確率の計算ができる. 確率の定義を理解していない.

1次元, 2次元データの整理の仕方
を理解し、基本的な分析ができる
ようにする.

1次元, 2次元データの整理の仕方
を理解し、基本的な分析ができる.

1次元, 2次元データの整理の仕方
を理解し、いくつかの基本的な分
析ができる.

1次元, 2次元データの整理の仕方
を理解していない.

学科の到達目標項目との関係
 C-1
教育方法等

概要
数学Ⅱαで学習した微分積分法を基礎として，偏微分法および微分方程式について学習する．確率統計の基礎を学習する.
モデルコアカリキュラム（試案）対応科目．
工学技術者にとって必要な計算や論理思考の基礎的な能力を養う.

授業の進め方・方法 講義を中心として問題演習や課題を適宜実施する.

注意点 事前学習：教科書の予定範囲を読み，意味を忘れている用語や記号がないか確認しておくこと．事後学習：授業で解い
た「教科書の問」に対応する「問題集のBASICの問」を解いて理解を確認すること．

授業の属性・履修上の区分
□  アクティブラーニング □  ICT 利用 ☑  遠隔授業対応 ☑  実務経験のある教員による授業

授業計画
週 授業内容 週ごとの到達目標

前期

1stQ

1週 ２変数関数と曲面のグラフ z = f(x，y) のような式で表される２変数関数につい
て，定義域や曲面のグラフとの関係を理解する．

2週 極限と連続 z = f(x，y) のような式で表される２変数関数につい
て，極限と連続を理解する．

3週 偏導関数 基本的な関数について１次偏導関数を計算できる．
4週 高次偏導関数 基本的な関数について２次偏導関数を計算できる．
5週 高次偏導関数 基本的な関数について２次偏導関数を計算できる．
6週 全微分 基本的な関数について全微分を計算できる．

7週 合成関数の微分法 基本的な関数について合成関数の偏微分法を利用した
計算ができる．

8週 合成関数の微分法 基本的な関数について合成関数の偏微分法を利用した
計算ができる．

2ndQ

9週 中間試験

10週 多項式による近似（２次近似まで） 偏導関数を用いて，基本的な２変数関数の２次近似を
求めることができる．

11週 練習問題および復習 ここまでの学習内容を組合せた問題が解ける.

12週 ２変数関数の極大・極小 偏導関数を用いて，基本的な２変数関数の極値を求め
ることができる．

13週 練習問題および復習 ここまでの学習内容を組合せた問題が解ける.

14週 ２変数関数の極大・極小 偏導関数を用いて，基本的な２変数関数の極値を求め
ることができる．

15週 期末試験
16週 試験返却・解説・補足

後期 3rdQ
1週 度数分布・代表値 平均値，中央値，最頻値を理解し、計算できるように

なる．

2週 散布度 分散，標準偏差の概念を理解し，計算できるようにな
る．
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3週 四分位と箱ひげ図・相関・共分散 四分位数を求め,箱ひげ図を理解できる.相関，共分散
を理解し，計算できるようになる．

4週 相関係数・回帰直線・練習問題
相関係数を理解し，計算できるようになる．回帰直線
の概念を理解し，回帰直線を求めることができる．最
小２乗法を理解できる.

5週 条件確率と乗法定理、事象の独立 条件付き確率と乗法定理、事象の独立を理解できる．

6週 微分方程式とその解：直接積分形
微分方程式の意味，微分方程式の解とは何か，微分方
程式を解くとはどのようなことかを理解する．基本的
な直接積分形の微分方程式を解くことができる．

7週 変数分離形 基本的な変数分離形の微分方程式を解くことができる
．

8週 中間試験

4thQ

9週 １階線形微分方程式 基本的な１階線形微分方程式を解くことができる．
10週 演習 ここまでの内容についての問題ができる.
11週 １階線形微分方程式 基本的な１階線形微分方程式を解くことができる．
12週 演習 ここまでの内容についての問題ができる.

13週 定数係数２階斉次線形微分方程式 基本的な定数係数２階斉次線形微分方程式を解くこと
ができる．

14週 演習 ここまでの内容についての問題ができる.
15週 期末試験
16週 試験返却・解説・補足

モデルコアカリキュラムの学習内容と到達目標
分類 分野 学習内容 学習内容の到達目標 到達レベル 授業週

基礎的能力 数学 数学 数学

2変数関数の定義域を理解し、不等式やグラフで表すことができ
る。 3

合成関数の偏微分法を利用して、偏導関数を求めることができる
。 3

簡単な関数について、2次までの偏導関数を求めることができる
。 3

偏導関数を用いて、基本的な2変数関数の極値を求めることがで
きる。 3

微分方程式の意味を理解し、簡単な変数分離形の微分方程式を解
くことができる。 3

簡単な1階線形微分方程式を解くことができる。 3
定数係数2階斉次線形微分方程式を解くことができる。 3
独立試行の確率、余事象の確率、確率の加法定理、排反事象の確
率を理解し、簡単な場合について、確率を求めることができる。 3

条件付き確率、確率の乗法定理、独立事象の確率を理解し、簡単
な場合について確率を求めることができる。 3

1次元のデータを整理して、平均・分散・標準偏差を求めること
ができる。 3

2次元のデータを整理して散布図を作成し、相関係数・回帰直線
を求めることができる。 3

評価割合
定期試験 課題等 合計

総合評価割合 70 30 100
配点 70 30 100

- 19 -



和歌山工業高等専門学校 開講年度 令和06年度 (2024年度) 授業科目 情報リテラシー
科目基礎情報
科目番号 0008 科目区分 専門 / 必修
授業形態 授業 単位の種別と単位数 履修単位: 1
開設学科 環境都市工学科 対象学年 1
開設期 後期 週時間数 2
教科書/教材 k-sec情報リテラシー教材，k-sec情報モラル教材
担当教員 竹村 泰幸
到達目標
（１）情報リテラシーについて情報の基礎・メディア・ネットワーク・情報セキュリティ（基礎・要素）、サイバー攻撃と防御、法規・規則・
ポリシー、リスク管理とセキュリティーマネジメントについて理解する。
（２）文章作成ソフトを用いたレポート作成及び解析を行うための基礎能力を身につける。
ルーブリック

理想的な到達レベルの目安 標準的な到達レベルの目安 未到達レベルの目安

情報リテラシー 情報リテラシーの基礎について理
解でき、実行できる。

情報リテラシーの基礎についてあ
る程度理解でき、実行できる。

情報リテラシーの基礎について理
解できない、または実行できない
。

Word Wordによる文書作成の技術を自ら
調べ習得することができる

教科書にあるWord文書作成例を一
人で再現することができる Word文書が作成できない

学科の到達目標項目との関係
 D
教育方法等

概要
（１）インターネットに代表される情報化社会に参画してゆくために必要な知識・モラルについて講義する
（２）パソコンを道具として使いこなすことが出来るよう，主にパーソナルコンピュータの実習を行う
（３）情報の理解力を養うための演習・実習を行う

授業の進め方・方法

授業の進め方：ICTルームのPCを利用して行う。常にログイン用のパスワード（学校用、Microsoft365及び認証手段
）を用意すること。
授業内容・方法：
１、情報化社会におけるリテラシーについてパワーポイントのスライドを用いて学ぶ。
２、PC操作やWordの使い方・作成方法を学習する。
　　また，調査・スライド作成・発表の一連の作業をグループで行い発表を行う
３、言語情報や視覚情報に関する演習課題に取り組む。
　　また、情報共有のあり方を学び、グループで発表を行う。

注意点 事前学習：次回の授業範囲を予習しパソコン操作の予備練習を行うこと
事後学習：授業で取り扱わなかった資料内の実習課題について取り組むこと

授業の属性・履修上の区分
□  アクティブラーニング ☑  ICT 利用 □  遠隔授業対応 □  実務経験のある教員による授業

授業計画
週 授業内容 週ごとの到達目標

後期 3rdQ

1週 オリエンテーション，情報処理センターの利用方法の
説明，情報リテラシーについて１

・情報処理センターを利用できるようになる。PCの起
動とシャットダウン，ファイル操作といった基本事項
ができるようになる。情報リテラシーを理解する

2週

・情報技術は進展が速いということを理解し、それに
伴う社会の変化と課題
・代表的な情報システムとその利用形態
・コンピュータの構成とオペレーティングシステム
(OS)の役割を理解し、基本的な取り扱い

・情報技術は進展が速いということを理解し、それに
伴う社会の変化と課題について知っている。
・代表的な情報システムとその利用形態について知っ
ている
・コンピュータの構成とオペレーティングシステム
(OS)の役割を理解し、基本的な取り扱いができる

3週
・データベースの意義と概要
・コンピュータ内におけるデータ(数値、文字等)の表
現方法
・アナログ情報とデジタル情報の違い

・データベースの意義と概要について説明できる
・コンピュータ内におけるデータ(数値、文字等)の表
現方法について説明できる
・アナログ情報とデジタル情報の違いについて説明で
きる

4週
・情報の真偽について、根拠に基づいて検討する方法
・適切な伝達手段の選択と、モラル(道徳、倫理)に配
慮した適切な情報の送受信
・情報の適切な表現方法を選択する

・情報の真偽について、根拠に基づいて検討する方法
を知っている
・適切な伝達手段の選択と、モラル(道徳、倫理)に配
慮した適切な情報の送受信ができる
・情報の適切な表現方法を選択することができる

5週

・社会における情報通信ネットワークの役割を説明で
きる
・基礎的なネットワークの構成と仕組み
・情報通信ネットワークの仕組みや構成要素、プロト
コルの役割や技術（OSI 参照モデル）
・一般的なネットワークデバイス（パソコン、家庭用
レベルのルーター等）の設定

・社会における情報通信ネットワークの役割を説明で
きる。
・基礎的なネットワークの構成と仕組みを知っている
。
・情報通信ネットワークの仕組みや構成要素、プロト
コルの役割や技術（OSI 参照モデル）について知って
いる
・一般的なネットワークデバイス（パソコン、家庭用
レベルのルーター等）の設定ができる

6週
・情報セキュリティの必要性
・情報セキュリティ対策
・主要な攻撃の形態や実例
・攻撃に対する防御方法（予防と対処）

・情報セキュリティの必要性について説明できる
・情報セキュリティ対策について説明できる
・主要な攻撃の形態や実例について説明することがで
きる
・攻撃に対する防御方法（予防と対処）について知っ
ている。
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7週

・情報を取り扱う上でのリスクを洗い出し、適切に取
り扱う方法
・インシデント発生時にとるべき行動
・脅威（意図的脅威、偶発的脅威）を理解し、その危
険度と対策

・情報を取り扱う上でのリスクを洗い出し、適切に取
り扱う方法を知っている
・インシデント発生時にとるべき行動を説明できる
・脅威（意図的脅威、偶発的脅威）を理解し、その危
険度と対策を知っている

8週 中間試験

4thQ

9週
・情報セキュリティの３要素（機密性、完全性、可用
性）
・情報へのアクセス制限や認証方式
・基礎的な暗号技術とその必要性（HTTPS、VPN 等）

・情報セキュリティの３要素（機密性、完全性、可用
性）について説明できる
・情報へのアクセス制限や認証方式について説明でき
る
・基礎的な暗号技術とその必要性（HTTPS、VPN 等
）について説明できる

10週

・情報セキュリティに関連する公的な規則（法律、ガ
イドライン等）と、その必要性について理解できる。
・所属する組織におけるセキュリティポリシーや規則
と、その必要性
・取り扱う情報の分類（格付け）によって、それぞれ
適切な取り扱いの必要性
・情報社会で生活する上でのマナー、モラル

・情報セキュリティに関連する公的な規則（法律、ガ
イドライン等）と、その必要性について理解できる。
・所属する組織におけるセキュリティポリシーや規則
と、その必要性について理解できる。
・取り扱う情報の分類（格付け）によって、それぞれ
適切な取り扱いをする必要があることを理解できる
・情報社会で生活する上でのマナー、モラルの重要性
について理解できる

11週 ・言語情報演習 ・言語情報の作用を説明できる。
12週 ・視覚情報演習 ・視覚情報の作用を説明できる。
13週 ・情報共有演習 ・情報共有の作用を説明できる。

14週 ・グループワーク演習（資料作成） ・言語情報、視覚情報について情報共有し、グループ
ワークにより情報を整理できる。

15週 ・グループワーク演習（発表および評価） ・グループワークにより整理した情報をまとめて発表
できる。また、発表内容を評価できる。

16週
モデルコアカリキュラムの学習内容と到達目標
分類 分野 学習内容 学習内容の到達目標 到達レベル 授業週
評価割合

中間試験 授業内課題 発表 合計
総合評価割合 50 40 10 100
配点 50 40 10 100
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和歌山工業高等専門学校 開講年度 令和06年度 (2024年度) 授業科目 基礎情報処理演習Ⅰ
科目基礎情報
科目番号 0036 科目区分 専門 / 必修
授業形態 授業 単位の種別と単位数 履修単位: 1
開設学科 環境都市工学科 対象学年 2
開設期 前期 週時間数 2
教科書/教材 【参考書】「例題30+演習問題70でしっかり学ぶ Excel 標準テキスト」（稲葉久男著、技術評論社）
担当教員 竹村 泰幸
到達目標
1. 表計算ソフトウェアを用いて基本的な表計算ができる。
2. 表計算ソフトウェアを用いて基本的なグラフの作成ができる。
本講座を習得するすることによって、社会が求める表計算やグラフ作成の能力を身につけることができる。この能力は多くの職種で必要となる
ものである。
ルーブリック

理想的な到達レベルの目安 標準的な到達レベルの目安 未到達レベルの目安

プレゼンテーション
プレゼンテーションソフトを用い
て自己を表現できる。さらに聞き
手に十分に理解できる発表ができ
る。

プレゼンテーションソフトを用い
て自己を表現できる。

プレゼンテーションソフトを用い
て自己を表現できない。

表計算ソフトウェアを用いた基礎
的な演算・解析

表計算ソフトウェアの基本的機能
を使いこなし、目的に応じた表計
算・データ整理ができる。

表計算ソフトウェアを用いて基本
的な表計算ができる。

表計算ソフトウェアを用いて基本
的な表計算ができない。

表計算ソフトウェアを用いたグラ
フ作成

表計算ソフトウェアの基本的機能
を使いこなし、目的に応じたグラ
フ作成ができる。

表計算ソフトウェアを用いて基本
的なグラフの作成ができる。

表計算ソフトウェアを用いて基本
的なグラフの作成ができない。

学科の到達目標項目との関係
 C-1
教育方法等
概要 プレゼンテーションソフトの習得、及び表計算ソフトウェアを用いた技術計算およびグラフの作成方法を演習を通して

習得する。
授業の進め方・方法 発表及び課題演習を中心とした授業を実施する。

注意点
シラバス指定の参考書などを用いて、次回の授業内容について予習すること。
授業中に行った課題について再度取り組み、授業内容を次の授業までに復習すること。
参考書等に掲載されている演習課題に取り組むこと。

授業の属性・履修上の区分
□  アクティブラーニング ☑  ICT 利用 □  遠隔授業対応 □  実務経験のある教員による授業

授業計画
週 授業内容 週ごとの到達目標

前期

1stQ

1週 データの取扱い サーバー内のデータ管理ができる
2週 Microsoft Excel の基本操作 (1) Microsoft Excel の基本的な操作ができる。
3週 Microsoft Excel の基本操作 (2) 同上
4週 Microsoft Excel の代表的な機能 (1) Microsoft Excel の代表的な機能が使用できる。
5週 Microsoft Excel の代表的な機能 (2) 同上
6週 Microsoft Excel の代表的な関数 (1) Microsoft Excel の代表的な関数が使用できる。
7週 Microsoft Excel の代表的な関数 (2) 同上

8週 Microsoft Excel の基本の復習 Microsoft Excel の基本操作、代表的な機能、代表的な
関数について簡潔に説明できる

2ndQ

9週 中間試験

10週 論理演算 (1) IF 関数、AND 関数、OR 関数などの論理演算に関する
Excel 関数が使用できる。

11週 論理演算 (2) 同上
12週 グラフの作成 (1) 散布図、近似曲線などが作成できる
13週 グラフの作成 (2) 同上
14週 プレゼンテーション資料の作成 スライド資料が作成できる
15週 プレゼンテーション資料を用いた発表 スライド資料を用いて簡潔に発表できる
16週

モデルコアカリキュラムの学習内容と到達目標
分類 分野 学習内容 学習内容の到達目標 到達レベル 授業週

基礎的能力 工学基礎 情報リテラ
シー

情報リテラ
シー 論理演算と進数変換の仕組みを用いて基本的な演算ができる。 3 前5,前6

評価割合
中間試験 発表 課題 合計

総合評価割合 60 20 20 100
基礎的能力 60 20 20 100
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和歌山工業高等専門学校 開講年度 令和06年度 (2024年度) 授業科目 応用数学Ⅱ
科目基礎情報
科目番号 0074 科目区分 専門 / 必修
授業形態 授業 単位の種別と単位数 履修単位: 2
開設学科 環境都市工学科 対象学年 4
開設期 通年 週時間数 2

教科書/教材
【教科書】伊藤正義・伊藤公紀 著「わかりやすい数理統計の基礎」(森北出版)/【参考書】(1)東京大学教養学部統計学
教室 編「統計学入門」(東京大学出版会)、(2)涌井良幸・涌井貞美 著「統計解析がわかる」(技術評論社)、(3)上田拓治
著「44の例題で学ぶ統計的検定と推定の解き方」(オーム社)

担当教員 伊勢 昇
到達目標
(1)確率及び統計量(単回帰分析を含む)の計算ができる。
(2)種々の確率分布の説明及びそれらを用いた計算(推定、検定を含む)ができる。
(3)線形計画法(図解法、シンプレックス法)に関する説明及び計算ができる。
(4)重回帰分析の概要及び計算結果について説明ができる。
本講義は、土木系公務員や都市・交通計画系コンサルタントの計画業務(問題の提起、実態の把握、問題の明確化、目標の設定、代替案の作成・
評価、計画の決定・実施、計画のモニタリング)の遂行に関連する。
ルーブリック

理想的な到達レベルの目安 標準的な到達レベルの目安 未到達レベルの目安

統計・確率 確率及び統計量(単回帰分析を含む
)の計算ができる。

確率及び統計量の基礎的な計算が
できる。

確率及び統計量の基礎的な計算が
できない。

確率分布と推測統計学
種々の確率分布の説明及びそれら
を用いた計算(推定、検定を含む
)ができる。

種々の確率分布の説明及びそれら
を用いた基礎的な計算ができる。

種々の確率分布の説明及びそれら
を用いた基礎的な計算ができない
。

線形計画法
線形計画法(図解法、シンプレック
ス法)に関する説明及び計算ができ
る。

線形計画法に関する説明及び基礎
的な計算ができる。

線形計画法に関する説明及び基礎
的な計算ができない。

重回帰分析 重回帰分析の概要及び計算結果に
ついて説明ができる。

重回帰分析の概要の説明及び計算
結果の基礎的な説明ができる。

重回帰分析の概要の説明及び計算
結果の基礎的な説明ができない。

学科の到達目標項目との関係
 C-1
JABEE C-1
教育方法等
概要 確率及び統計学の基礎的内容（記述統計、確率分布、標本分布、統計的推定、統計的検定、多変量解析、最適化手法

）について講述した上で、具体的な問題を対象に演習を行う。

授業の進め方・方法 講義と演習の組み合わせにより授業を進める。
期末試験(100%)で評価する。

注意点

■受講者へのコメント
以下に示す事前学習と事後学習を必ず遂行することによって各講義の理解度を常に自己評価し、不十分な場合には質問
するなど積極的な学習姿勢が求められる。

【事前学習】（授業を受ける前に取り組まなければならない事項）
・次回の授業範囲を教科書や参考書等(シラバス参照)を用いて予習しておくこと。
・必要に応じて、シラバスに記載している教科書や参考書以外のものも活用すること。

【事後学習】（次の授業までに取り組まなければならない事項）
・授業中に指定した自由課題に取り組むこと。
・教科書や参考書等(シラバス参照)の例題や演習問題等に取り組むこと。
・必要に応じて、シラバスに記載している教科書や参考書以外の例題や演習問題等にも取り組むこと。

授業の属性・履修上の区分
□  アクティブラーニング □  ICT 利用 □  遠隔授業対応 □  実務経験のある教員による授業

授業計画
週 授業内容 週ごとの到達目標

前期

1stQ

1週 1変数データの整理 1変数データの整理ができる。
2週 2変数データの整理 2変数データの整理ができる。
3週 離散的な確率分布(1) 離散的な確率分布に関する計算ができる。
4週 離散的な確率分布(2) 離散的な確率分布に関する計算ができる。
5週 連続的な確率分布 連続的な確率分布に関する計算ができる。
6週 ポアソン分布と指数分布 ポアソン分布と指数分布に関する計算ができる。
7週 2変数の確率分布 2変数の確率分布に関する計算ができる。

8週 正規分布、大数の法則と中心極限定理 正規分布に関する計算ができる。大数の法則と中心極
限定理を説明できる。

2ndQ

9週 χ2分布、t分布、F分布、ガンベル分布 χ2分布、t分布、F分布に関する計算ができる。さらに
、ガンベル分布の簡単な説明ができる。

10週 演習課題(1) 第1～9週の項目に関する演習課題を解くことができる
。

11週 演習課題(2) 第1～9週の項目に関する演習課題を解くことができる
。

12週 演習課題(3) 第1～9週の項目に関する演習課題を解くことができる
。

13週 演習課題(4) 第1～9週の項目に関する演習課題を解くことができる
。
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14週 演習課題(5) 第1～9週の項目に関する演習課題を解くことができる
。

15週 定期試験 第1～9週の項目に関する問題を解くことができる。
16週 定期試験の返却と解説

後期

3rdQ

1週 点推定と最尤推定法、区間推定の考え方と種類 点推定と最尤推定ができる。区間推定の考え方と種類
を説明できる。

2週 母平均の推定、母平均の差の推定、母分散の推定、母
分散の比の推定

母平均の推定、母平均の差の推定、母分散の推定、母
分散の比の推定ができる。

3週 母比率の推定、母比率の差の推定、母相関係数の推定 母比率の推定、母比率の差の推定、母相関係数の推定
ができる。

4週 検定の考え方と種類 検定の考え方と種類を説明できる。

5週 母平均の検定、母平均の差の検定、母分散の検定、母
分散の比の検定

母平均の検定、母平均の差の検定、母分散の検定、母
分散の比の検定ができる。

6週 母比率の検定、母比率の差の検定、母相関係数の検定 母比率の検定、母比率の差の検定、母相関係数の検定
ができる。

7週 適合度の検定、独立性の検定 適合度の検定、独立性の検定ができる。

8週 一元配置分散分析、重回帰分析 一元配置分散分析ができる。重回帰分析の概要と計算
結果について説明できる。

4thQ

9週 線形計画法 図解法及びシンプレックス法に関する計算ができる。

10週 演習課題(1) 第1～9週の項目に関する演習課題を解くことができる
。

11週 演習課題(2) 第1～9週の項目に関する演習課題を解くことができる
。

12週 演習課題(3) 第1～9週の項目に関する演習課題を解くことができる
。

13週 演習課題(4) 第1～9週の項目に関する演習課題を解くことができる
。

14週 演習課題(5) 第1～9週の項目に関する演習課題を解くことができる
。

15週 定期試験 第1～9週の項目に関する問題を解くことができる。
16週 定期試験の返却と解説

モデルコアカリキュラムの学習内容と到達目標
分類 分野 学習内容 学習内容の到達目標 到達レベル 授業週

基礎的能力 数学 数学 数学

独立試行の確率、余事象の確率、確率の加法定理、排反事象の確
率を理解し、簡単な場合について、確率を求めることができる。 3 前3,前4,前

5
条件付き確率、確率の乗法定理、独立事象の確率を理解し、簡単
な場合について確率を求めることができる。 3 前3,前4,前

5
1次元のデータを整理して、平均・分散・標準偏差を求めること
ができる。 3 前1

2次元のデータを整理して散布図を作成し、相関係数・回帰直線
を求めることができる。 3 前2

専門的能力 分野別の専
門工学 建設系分野 計画

二項分布、ポアソン分布、正規分布(和・差の分布)、ガンベル分
布、同時確率密度関数を説明できる。 4 前6,前7,前

8,前9,前13
重回帰分析を説明できる。 4 後13
線形計画法(図解法、シンプレックス法)を説明できる。 4 後14

評価割合
定期試験 合計

総合評価割合 100 100
基礎的能力 60 60
応用的能力 40 40
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和歌山工業高等専門学校 開講年度 令和06年度 (2024年度) 授業科目 設計製図Ⅱ
科目基礎情報
科目番号 0065 科目区分 専門 / 必修
授業形態 授業 単位の種別と単位数 学修単位: 2
開設学科 環境都市工学科 対象学年 4
開設期 前期 週時間数 2
教科書/教材 (1)【教科書】新田保次 監修 / 松村暢彦 編著「図説わかる土木計画」(学芸出版社)
担当教員 伊勢 昇
到達目標
(1)与えられた条件に基づいて、所定の期日までに調査研究報告書並びにプレゼンテーション資料を完成・提出できる。
(2)完成度、有用度、信頼度の3つの評価視点において、レベルの高い調査研究報告書を作成することができる。
(3)発表時間、プレゼンテーション、ppt、質疑の対応の4つの評価視点に置いて、レベルの高いプレゼンテーション資料の作成並びに発表ができ
る。
本講義は、土木系公務員や都市・交通計画系コンサルタントの計画業務(問題の提起、実態の把握、問題の明確化、目標の設定、代替案の作成・
評価、計画の決定・実施、計画のモニタリング)の遂行に関連する。
ルーブリック

理想的な到達レベルの目安 標準的な到達レベルの目安 未到達レベルの目安

調査研究報告書
完成度、有用度、信頼度の3つの評
価視点において、レベルの高い調
査研究報告書を作成することがで
きる。

与えられた条件に基づいて、所定
の期日までに調査研究報告書並び
にプレゼンテーション資料を完成
・提出できる。

与えられた条件に基づいて、所定
の期日までに調査研究報告書並び
にプレゼンテーション資料を完成
・提出できない。

プレゼンテーション

発表時間、プレゼンテーション、
ppt、質疑の対応の4つの評価視点
に置いて、レベルの高いプレゼン
テーション資料の作成並びに発表
ができる。

与えられた条件に基づいて、所定
の期日までに調査研究報告書並び
にプレゼンテーション資料を完成
・提出できる。

与えられた条件に基づいて、所定
の期日までに調査研究報告書並び
にプレゼンテーション資料を完成
・提出できない。

学科の到達目標項目との関係
 C-1
JABEE C-1
教育方法等
概要 地域まちづくりのデザイン提案を通じて、地域の課題の発見とその解決のための方法を学ぶ。
授業の進め方・方法 演習を中心に行う。調査研究報告書の作成及びプレゼンテーションを行う。

注意点

COC
【事前学習】
次回の講義までに必要な資料の収集・整理を行うこと
【事後学習】
　講義の受講の結果を勘案し、資料の修正・整理を行うこと。

授業の属性・履修上の区分
☑  アクティブラーニング □  ICT 利用 □  遠隔授業対応 □  実務経験のある教員による授業

授業計画
週 授業内容 週ごとの到達目標

前期

1stQ

1週 土木計画学概説、研究課題の設定 土木計画学について説明できる
2週 調査研究のフレームワーク設定、担当業務の割り当て
3週 グループディスカッション 様々な資料を収集・整理し、説明ができる。
4週 グループディスカッション 様々な資料を収集・整理し、説明ができる。
5週 グループディスカッション 様々な資料を収集・整理し、説明ができる。
6週 グループディスカッション 様々な資料を収集・整理し、説明ができる。
7週 グループディスカッション 様々な資料を収集・整理し、説明ができる。
8週 グループディスカッション 様々な資料を収集・整理し、説明ができる。

2ndQ

9週 グループディスカッション、調査研究報告書の作成 様々な資料を収集・整理し、説明ができる。また、調
査研究報告書を作成できる。

10週 グループディスカッション、調査研究報告書の作成 様々な資料を収集・整理し、説明ができる。また、調
査研究報告書を作成できる。

11週 調査研究報告書の作成、プレゼンテーション資料の作
成

調査研究報告書及びプレゼンテーション資料を作成で
きる。

12週 調査研究報告書の作成、プレゼンテーション資料の作
成

調査研究報告書及びプレゼンテーション資料を作成で
きる。

13週 調査研究報告書の作成、プレゼンテーション資料の作
成

調査研究報告書及びプレゼンテーション資料を作成で
きる。

14週 調査研究報告書の作成、プレゼンテーション資料の作
成

調査研究報告書及びプレゼンテーション資料を作成で
きる。

15週 調査研究成果の発表 グループの研究活動成果を分かりやすく発表できる。

16週 中間試験期間
モデルコアカリキュラムの学習内容と到達目標
分類 分野 学習内容 学習内容の到達目標 到達レベル 授業週
評価割合

報告書 プレゼンテーション 合計
総合評価割合 80 20 100
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まちづくりデザインの提案 80 20 100
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和歌山工業高等専門学校 開講年度 令和06年度 (2024年度) 授業科目 応用情報処理演習
科目基礎情報
科目番号 0081 科目区分 専門 / 必修
授業形態 演習 単位の種別と単位数 学修単位: 2
開設学科 環境都市工学科 対象学年 4
開設期 前期 週時間数 2
教科書/教材 村木正芳:工学のためのVBAプログラミング基礎,東京電機大学出版局
担当教員 山田 宰
到達目標
環境都市工学分野の技術計算の基本的手法について，MS-Excel及びMS-Excel上のVBA(Visual Basic for Application)を用いた計算演習を行う。
授業では，既に他の科目で学習している計算方法を具体的な事例を用いて計算できるよう演習を行う。
＜本科目と実務との関連性＞
本科目の学習内容は，各種土木構造物，施設の設計時に用いる技術計算の基礎的な知識を習得する．
ルーブリック

理想的な到達レベルの目安 標準的な到達レベルの目安 未到達レベルの目安

Newton法 Newton法で関数の交点が求められ
る Newton法で解が求められる Newton法で解が求められない

二分法 初期値を自動的に見出し解が求め
られる

2つの初期値を使って二分法で解が
求められる 二分法で解が求められない

行列計算1 マトリクスの掛け算ができる マトリクスの宣言ができる Dim文が使えない

行列計算２ ガウスの消去法のプログラムが書
ける 逆行列を求める意義が理解でる 逆行列を求める意義が理解できな

い

振動体の応答計算 Newmarkのβ法の安定性が理解で
きる

Newmarkのβ法で応答計算ができ
る

Newmarkのβ法で応答計算ができ
ない

学科の到達目標項目との関係
 C-1
JABEE C-1
教育方法等

概要
環境都市工学分野の技術計算の基本的手法について，MS-Excel及びMS-Excel上のVBA(Visual Basic for Application)を
用いた計算演習を行う。授業では，既に他の科目で学習している計算方法を具体的な事例を用いて計算できるよう演習
を行う。

授業の進め方・方法 環境都市工学分野の技術計算の基本的手法についてMS-Excel上のVBA(Visual Basic for Application)を用いた計算演習
を行う。授業では，既に他の科目で学習している計算方法を具体的な事例を用いて計算できるよう演習を行う。

注意点

事前学習
　　　授業前には今回授業に関連する項目について、前回までの事業内容を復習しておくこと。

事後学習
　　　授業に関連する設計演習については、授業後に実施しておくこと。

授業の属性・履修上の区分
□  アクティブラーニング ☑  ICT 利用 □  遠隔授業対応 □  実務経験のある教員による授業

授業計画
週 授業内容 週ごとの到達目標

前期

1stQ

1週 オリエンテーション，非線形方程式の解法
1：Newton法 Newton法の仕組みと流れが理解できる

2週 非線形方程式の解法2：Newton法，修正Newton法 Newton法と修正Newton法の違いが理解できる
3週 非線形方程式の解法3：二分法 二分法の仕組みと流れが理解できる
4週 非線形方程式の解法4：二分法 二分法の初期値の選択が理解できる

5週 行列計算1：行列の宣言，加減算 行列の考え方と宣言が理解できる
行列の加減算が理解できる

6週 行列計算1：行列の乗算1 行列の乗算が理解できる
7週 行列計算1：行列の乗算2 行列の乗算のプログラミングができる
8週 中間試験 中間試験を実施する

2ndQ

9週 行列計算2：ガウスの消去法1（手計算，EXCEL） 手計算，ならびに，EXCELでガウスの消去法ができる
10週 行列計算2：ガウスの消去法2（（Pivot選択） VBAを用いてPivot選択のプログラムが書ける
11週 行列計算3：ガウスの消去法3（プログラミング1） VBAを用いてガウスの消去法のプログラムが書ける

12週 行列計算3：ガウスの消去法4（プログラミング2） VBAを用いてガウスの消去法のプログラムを完成させ
る

13週 振動体の応答計算1：Newmarkのβ法 Newmarkのβ法の式が誘導できる
14週 振動体の応答計算2：Newmarkのβ法 Newmarkのβ法で応答計算ができる
15週 期末試験期間
16週 試験返却・解説 試験返却，解説を行う

モデルコアカリキュラムの学習内容と到達目標
分類 分野 学習内容 学習内容の到達目標 到達レベル 授業週

基礎的能力 工学基礎 情報リテラ
シー

情報リテラ
シー

同一の問題に対し、それを解決できる複数のアルゴリズムが存在
しうることを知っている。 3

与えられた基本的な問題を解くための適切なアルゴリズムを構築
することができる。 3
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任意のプログラミング言語を用いて、構築したアルゴリズムを実
装できる。 3

評価割合
試験 課題 相互評価 態度 ポートフォリオ その他 合計

総合評価割合 80 20 0 0 0 0 100
基礎的能力 0 0 0 0 0 0 0
専門的能力 80 20 0 0 0 0 100
分野横断的能力 0 0 0 0 0 0 0
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和歌山工業高等専門学校学則 
 

制  定 昭和３９年４月２０日 

最近改正 令和 ７ 年２月１２日 

 

   第１章 総則 

 （目的及び目標） 

第１条 和歌山工業高等専門学校（以下「本校」という。）は、教育基本法（平成１８年法律第１２０号）の精神にのっとり、及び学校教

育法（昭和２２年法律第２６号）に基づき、深く専門の学芸を教授し、職業に必要な能力を養い、有為の人材を育成することを目的とす

る。 

２ 本校は、その目的を実現するための教育を行い、その成果を広く社会に提供することにより、社会の発展に寄与するものとする。 

第２章  修業年限、在籍年限、学年、学期、休業日及び授業終始の時刻 

 （修業年限、在籍年限） 

第２条 修業年限は、５年とする。ただし、１０年を超えて在籍することはできない。 

 （学年） 

第３条 学年は、４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

 （学期） 

第４条 学年を分けて次の２学期とする。 

 前学期 ４月１日から９月３０日まで 

 後学期 １０月１日から３月３１日まで 

２ 校長は、特別の必要があると認めるときは、前項の各学期の期間を変更することがある。 

 （休業日） 

第５条 休業日は、次のとおりとする。ただし、特別の必要があるときは、校長がこれらの休業日を授業日に振り替えることがある。 

一 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

二 土曜日及び日曜日 

三 開校記念日 

四 春季休業 

五 夏季休業 

六 冬季休業 

七 学年末休業 

２ 前項に規定する休業日のほか、臨時の休業日は、校長がその都度定める。 

３ 第１項第四号から七号までに規定する休業日は、校長が別に定める。 

 （授業終始の時刻） 

第６条 授業終始の時刻は、校長が別に定める。 

   第３章  学科、学級数、入学定員、収容定員、人材養成目的及び職員組織 

 （学科、学級数、入学定員及び収容定員） 

第７条 学科、学級数、入学定員及び収容定員は、次のとおりとする。 

学   科 学 級 数 入 学 定 員 収 容 定 員 

 

 

 

 

知能機械工学科 １ ４０人 ２００人 

人 

 

 

電気情報工学科 １ ４０人 ２００人 

生物応用化学科 １ ４０人 ２００人 

環境都市工学科 １ ４０人 ２００人 

２ 前項の規定にかかわらず、教育上有益と認めるときには、異なる学科の学生をもって学級を編制することができる。 

３ 生物応用化学科に、第4学年から応用化学コース及び生物化学コースを置く。コース制の取り扱いについては、別に定める。 

（人材養成目的） 

第７条の２ 学科の人材養成目的は、次のとおりとする。 

学科名 人 材 養 成 目 的 

知能機械工学科 

 幅広い産業における機器やシステムの設計、開発、研究、保守、操業等の業務において、

創造的かつ主体的に取り組むための基礎技術や制御・知能化技術を含めた総合力を身につけ、

日々進歩する科学技術を推進できる基本的学識と知的好奇心を備えた機械技術者の養成 

電気情報工学科 

私たちの豊かな生活を支え、社会、産業の発展に大きく寄与している電気・電子・情報・通

信などの基礎技術を身につけ、日々進歩し続ける電気情報技術に柔軟に対応できる課題発見

解決型の電気情報技術者の養成 

生物応用化学科 

人々の生活を支える様々な物質について、化学および生物工学に 基づく基礎的理解と工学的

センスを身につけ、ものづくりに誇りを 持って地球環境保全の立場から人類に役立つ物質を

実践的に創造できる化学・生物工学技術者の養成 

環境都市工学科 

地震や津波に対する防災技術、地球温暖化問題に対する環境保全・自然との共生をはかる環

境マネージメント技術、機能的で快適な街をつくる都市計画技術，橋梁など社会基盤の構造

設計技術などを身につけ、グローバルデザイン能力に優れた創造的技術者の養成 

 （職員） 

第８条 本校に校長、教授、准教授、講師、助教、助手、事務職員及び技術職員を置く。 

２ 職員の職務は、学校教育法その他法令の定めるところによる。 
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 （副校長） 

第８条の２ 本校に副校長を置き、校長が教授のうちから指名した者をもって充てる。 

２ 副校長は、校長を補佐するとともに、校長の職務の一部を処理する。 

 （主事） 

第９条 本校に教務主事、学生主事及び寮務主事を置く。 

２ 教務主事、学生主事及び寮務主事はそれぞれ校長の命を受け、教務主事にあっては教育計画の立案その他教務に関すること、学生主事

にあっては学生の厚生補導に関すること、寮務主事にあっては学寮の運営に関することを掌理する。 

 （事務部） 

第１０条 本校に校務に関する事務を処理するため、事務部を置く。 

 （内部組織） 

第１１条 前２条に規定するもののほか、本校の内部組織は、別に定めるところによる。 

第４章 教育課程等 

 （授業日数） 

第１２条 １年間の授業を行う期間は、定期試験等の期間を含め、３５週にわたることを原則とする。 

 （教育課程） 

第１３条 教育課程は、授業科目及び特別活動により編成するものとする。 

２ 授業科目並びにその開設単位数及び履修単位数は、一般科目にあっては別表第１、専門科目にあっては別表第２のとおりとする。 

３ 特別活動は、第１学年から第３学年までの各学年３０単位時間計９０単位時間実施する。 

第１４条 各授業科目の単位数は、３０単位時間の履修を１単位として計算するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、本校が定める授業科目については、１単位の授業科目を４５時間の学修を必要とする内容をもって構成する

ことを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間外に必要な学修等を考慮して、次の基準により単位を計算する

ことができる。 

一 講義及び演習については、１５時間から３０時間までの範囲で本校の定める時間の授業をもって１単位とする。 

二 実験、実習及び実技については、３０時間から４５時間までの範囲で本校の定める時間の授業をもって１単位とする。 

３  前項の規程により計算することのできる授業科目の単位数の合計は、６０単位を超えないものとする。 

４ 前三項の規定にかかわらず、卒業研究、卒業制作等の授業科目については、これらの学修の成果を評価して単位の修得を認定すること

が適切と認められる場合には、これらに必要な学修等を考慮して、単位数を定めることができる。 

（授業の方法） 

第１４条の２ 校長は、文部科学大臣の定めるところにより、授業を、多様なメディアを高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場

所で履修させることができる。 

２ 校長は、授業を、外国において履修させることができる。前項の規定により、多様なメディアを高度に利用して、当該授業を行う教室

以外の場所で履修させる場合についても、同様とする。 

３ 校長は、文部科学大臣が別に定めるところにより、授業の一部を、校舎及び附属施設以外の場所で行うことができる。 

４ 前三項の授業の方法により修得する単位は、６０単位を超えないものとする。 

５ 前各項に関し、必要な事項は別に定める。 

 （他の高等専門学校における授業科目の履修） 

第１４条の３ 校長は、教育上有益と認めるときは、学生が他の高等専門学校において履修した授業科目について修得した単位を、６０単

位を超えない範囲で、本校における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

２ 前項に関し、必要な事項は別に定める。 

 （高等専門学校以外の教育施設等における学修等） 

第１４条の４ 校長は、教育上有益と認めるときは、学生が行う大学における学修その他文部科学大臣が別に定める学修を、本校における

授業科目の履修とみなすことができる。 

２ 前項により修得したものとみなすことができる単位数は、前条により本校において修得したものとみなす単位数と合わせて６０単位を

超えないものとする。 

３ 第１項の規定は、学生が、外国の大学又は高等学校に留学する場合及び外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において

履修する場合に準用する。この場合に修得したものとみなすことができる単位は、前条及び第１項により本校において修得したものとみ

なす単位と合わせて６０単位を超えないものとする。 

４ 前各項に関し、必要な事項は別に定める。 

 （学年課程の修了又は卒業の認定） 

第１５条 各学年の課程の修了又は卒業を認めるに当たっては、学生の平素の成績を評価して行うものとする。 

２ 前項に関し、必要な事項は別に定める。 

 （留年者の履修科目） 

第１６条 前条の認定の結果、原学年にとどめられた者は、当該学年に係る所定の授業科目を再履修するものとする。 

第５章  入学、転科、休学、退学、除籍、留学等及び卒業 

 （入学資格） 

第１７条  本校に入学することのできる者は、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

一 中学校を卒業した者 

二 義務教育学校を卒業した者 

三 中等教育学校の前期課程を修了した者 

四 外国において、学校教育における９年の課程を修了した者 

五 文部科学大臣の指定した者 

六 文部科学大臣が中学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育施設の当該課程を修了した者 

七 就学義務猶予免除者等の中学校卒業程度認定規則（昭和４１年文部省令第３６号）により、中学校を卒業した者と同等以上の学力が
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あると認定された者 

八 その他相当年齢に達し、本校が中学校を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者 

 （入学者の選抜及び入学許可） 

第１８条 校長は、入学志望者について、学力検査の成績、出身学校の長から送付された調査書その他必要な書類等を資料として入学者の

選抜を行う。ただし、入学定員の一部について、出身学校の長の推薦に基づき学力検査を免除し、調査書その他の必要な書類等の資料に

より入学者の選抜を行うことができる。 

２ 校長は、前項の選抜の結果に基づき、第３１条に規定する入学料を納付した者に対して入学を許可する。ただし、入学料免除の申請書

を受理された者にあっては、この限りでない。 

 （編入学の許可） 

第１９条 第１学年の途中又は第２学年以上に入学を希望する者があるときは、校長は、その者が相当年齢に達し当該学年に在学する者と

同等以上の学力があると認められ、かつ、定員と在学学生数を考慮し、前条の規定に準じて、相当学年に入学を許可することがある。 

２ 前項により入学を許可された者の在籍年限については、別に定める。 

 （入学手続） 

第２０条 入学を許可された者は、所定の期日までに保護者等と連署した誓約書及び校長が定めた書類を提出しなければならない。 

２ 前項の手続を終了しない者があるときは、校長は、その入学の許可を取り消すことがある。 

（転科） 

第２１条 転科を希望する者があるときは、校長は、学年の始めにおいて選考の上、第３学年までに限り転科を許可することがある。 

 （休学） 

第２２条  学生は、疾病その他やむを得ない理由により３ヵ月以上継続して修学することができないときは、校長の許可を受けて休学する

ことができる。 

 （休学期間） 

第２３条  休学の期間は、同一学年について１年以内とする。ただし、特別の理由がある場合は、更に１年ごとに休学期間の延長を認める

ことがある。 

２ 休学期間は、通算して５年を超えることができない。 

３ 休学期間は、第２条に定める修業年限及び在籍年限に算入しない。 

第２４条  休学した者は、休学の理由がなくなったときは、校長の許可を受けて復学することができる。 

 （出席の停止） 

第２５条 学生に伝染病その他疾病があるときは、校長は、出席停止を命ずることがある。 

 （退学及び再入学） 

第２６条  学生は、疾病その他やむを得ない理由により退学しようとするときは、校長の許可を受けて退学することができる。 

２ 前項の規定により退学した者で、再入学を希望する者があるときは、校長は、選考の上、相当学年に入学を許可することがある。 

第２７条 削除 

 （除籍） 

第２８条 次の各号のいずれかに該当する者は、校長がこれを除籍する。 

 一 長期間にわたり行方不明の者 

 二 第２３条に規定する休学期間を超えてなお復学できない者 

 三 第２条及び第１９条第２項に規定する在籍年限を超える者 

 四 授業料の納付を怠り、督促してもなお納付しない者 

 五 第１８条第２項に規定する入学料免除の申請書を受理され、免除を不許可とされた者及び半額免除の許可をされた者で、所定の期日

までに入学料を納付しない者 

 （他学校への入学） 

第２９条 他の学校に入学、転学又は編入学を志望しようとする者は、校長の許可を受けなければならない。 

 （留学） 

第２９条の２ 校長は、教育上有益と認めるときは、学生が外国の大学又は高等学校に留学することを、許可することができる。 

２ 留学期間は、第２条に定める修業年限に算入し、在籍年限に算入しない。 

３ 校長は、前項の規定により留学することを許可した学生について、外国の大学又は高等学校における履修を本校における履修とみなす

ことができる。ただし、第１４条の３及び第１４条の４により本校において修得したものとみなす単位と合わせて６０単位を超えないも

のとする。 

４ 校長は、前項の規定により単位の修得を認定した学生について、学年の途中においても、各学年の課程の修了又は卒業を認めることが

できる。 

５ 前各項に関し、必要な事項は別に定める。 

 （卒業） 

第３０条 全学年の課程を修了した者には、校長は所定の卒業証書を授与する。 

 （称号） 

第３０条の２ 本校を卒業した者は、準学士と称することができる。 

第６章 検定料、入学料、授業料及び寄宿料 

 （検定料等の額） 

第３１条 検定料、入学料、授業料及び寄宿料の額は、独立行政法人国立高等専門学校機構における授業料その他の費用に関する規則（独

立行政法人国立高等専門学校機構規則第３５号）に定める額とする。 

 （検定料の納入） 

第３２条 入学を志願する者は、願書提出と同時に、前条に規定する検定料を納付しなければならない。 

 （授業料） 

第３３条 学生は、第３１条に規定する授業料年額を前期及び後期の２期に区分して納付するものとし、それぞれの期において納付する額

は、年額の２分の１に相当する額とする。 
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２ 前項の授業料は、前期分にあっては４月末日までに、後期分にあっては１０月末日までに納付するものとする。ただし、入学年度の前

期に係る授業料は、入学を許可されたときに納付することができる。 

第３４条 学年の中途において復学、転学、編入学又は再入学（以下「復学等」という。）した者が、前期又は後期において納付する授業

料の額は、授業料の年額の１２分の１に相当する額に復学等の日の属する月から次の時期前までの月数を乗じて得た額とし、復学等の日

の属する月の末日までに納付するものとする。 

第３５条 学年の中途で退学する者は、退学する日の属する時期が前期であるときは授業料の年額の２分の１に相当する額の授業料を、退

学する日の属する時期が後期であるときは授業料の年額に相当する額の授業料を、それぞれ納付するものとする。 

 （寄宿料） 

第３６条 学寮に入寮している学生は、入寮した日の属する月から退寮する日の属する月までの間、第３１条に規定する寄宿料を納付する

ものとする。 

 （入学料等の免除） 

第３７条 入学前１年以内において、入学する者の学資を主として負担している者（以下｢学資負担者｣という。）が死亡し、又は入学する

者若しくは学資負担者が風水害等の災害を受けた場合その他やむを得ない理由により入学料の納付が著しく困難であると認められる場合

には、入学料の全額又は半額を免除することがある。 

２ 経済的理由により納付期限までに納付が困難であり、かつ、学業優秀と認められる場合、入学前1年以内において学資負担者が死亡し、

又は入学する者若しくは学資負担者が風水害等の災害を受け、納付期限までに納付が困難であると認められる場合、その他やむを得ない

事情があると認められる場合には、入学料の徴収を猶予することがある。 

３ 経済的理由により授業料の納付が困難であり、かつ、学業優秀と認められる場合又は休学、死亡その他やむを得ない事情があると認め

られる場合には、授業料の全額若しくは一部を免除し、又はその徴収を猶予することがある。 

４ 風水害等の災害を受けたことにより、寄宿料の納付が困難であると認められる場合には、寄宿料の全額を免除することがある。 

５ 前各項に関し、必要な事項は別に定める。 

 （納付した授業料等） 

第３８条 既納の検定料、入学料、授業料及び寄宿料は、還付しない。ただし、第３３条第２項ただし書の規定により授業料を納付した者

が３月３１日までに入学を辞退した場合には、申出により当該授業料相当額を返還する。    

第７章 専攻科 

 （設置） 

第３９条 本校に専攻科を置く。 

 （目的） 

第４０条 専攻科は、高等専門学校の基礎の上に、更に高度な専門的知識と技術を教授し、創造性豊かな技術能力を育成するとともに、そ

の成果を広く社会に提供することにより、社会の発展に寄与することを目的とする。 

 （修業年限及び在籍年限） 

第４１条 専攻科の修業年限は、２年とする。ただし、４年を超えて在籍することはできない。 

 （専攻、入学定員及び収容定員） 

第４２条 専攻、入学定員及び収容定員は、次のとおりとする。 

専   攻 入学定員 収容定員 

メ カ ト ロ ニ ク ス 工 学 専 攻 ８ 人 １６ 人 

エ コ シ ス テ ム 工 学 専 攻 ８ 人 １６ 人 

（人材養成目的） 

第４２条の２ 専攻の人材養成目的は、次のとおりとする。 

専攻名 人 材 養 成 目 的 

メカトロニクス工学専攻 

機械工学，電気電子工学及び情報工学の知識を基礎に，持続可能な社会の形成に活かせる創造

力，多面的に問題を発見し解決する能力，豊かな人間性と国際性を備え，メカトロニクスに関

する研究開発能力に優れた技術者となりうる人材を養成する。 

エコシステム工学専攻 

応用化学，生物工学，環境工学，土木工学の知識を基礎に，持続可能な社会の形成に活かせる

創造力，多面的に問題を発見し解決する能力，豊かな人間性と国際性を備え，エコシステムに

関する研究開発能力に優れた技術者となりうる人材を養成する。 

 （入学資格） 

第４３条 専攻科に入学できる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

一 高等専門学校を卒業した者 

二 高等学校（中等教育学校の後期課程及び特別支援学校の高等部を含む。）の専攻科の課程を修了した者のうち学校教育法第５８条の

２の規定により大学に編入学することができる者 

三 短期大学を卒業した者 

四 専修学校の専門課程を修了した者のうち、学校教育法第１３２条の規定により大学に編入学することができる者 

五 外国において、学校教育における１４年の課程を修了した者 

六 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該外国の学校教育における１４年の課程を修了

した者 

七 我が国において、外国の短期大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における１４年の課程を修了したとされるものに限る。）

を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課

程を修了した者 

八 その他本校専攻科において、高等専門学校を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者 

 （入学者の選考及び入学許可） 

第４４条 校長は、入学志願者に対して、別に定めるところにより選考の上、入学を許可する。 

 （休学期間） 

第４５条 専攻科の学生の休学期間は、１年以内とする。ただし、特別な理由がある場合は、１年を限度として休学期間の延長を認めるこ
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とがある。 

２ 休学期間は、通算して２年を超えることができない。 

３ 休学期間は、第４１条に定める修業年限及び在籍年限に算入しない。 

 （授業科目、単位数及び履修方法） 

第４６条 専攻科の授業科目及びその単位数は、別表第３のとおりとする。 

２ 履修方法については、別に定める。  

（修了） 

第４７条 専攻科に２年以上在学し、所定の授業科目を履修し、６２単位以上を修得した者で、かつ、別に定める修了要件を満たした者に

ついて、修了を認定する。 

２ 校長は、修了を認定した者に対し、所定の修了証書を授与する。 

（準用） 

第４８条 専攻科の学生については、第３条から第６条、第１２条、第１４条の４、第１８条第２項、第２０条、第２２条、第２４条から

第２６条、第２８条、第２９条の２第１項、第２項、第４項、第３１条から第３８条、第５０条から第５２条の規定を準用する。この場

合において第２８条第二号中で「第２３条」とあるのは「第４５条」と、第２８条第三号中で「第２条及び第１９条第２項」とあるのは

「第４１条」と、第２９条の２第１項中「外国の大学又は高等学校」とあるのは「外国の大学」と、それぞれ読み替えるものとする。 

 （雑則） 

第４９条 本章に定めるもののほか、専攻科に関し必要な事項は別に定める。 

第８章  学生準則及び賞罰 

 （学生準則） 

第５０条 学生は、この学則に定めるもののほか、別に定める学生準則を守らなければならない。 

 （表彰） 

第５１条 学生として表彰に価する行為があるときは、表彰することがある。 

 （懲戒） 

第５２条 教育上必要があるときは、学生に退学、停学、訓告その他の懲戒を加えることがある。 

２ 懲戒のうち退学、停学及び訓告の処分は、校長がこれを行う。 

３ 前項の退学は、次の各号のいずれかに該当する者について行うものとする。 

 一 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 

 二 学力劣等で成業の見込みがないと認められる者 

 三 正当の理由がなくて出席常でない者 

 四 学校の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者 

４ 停学の期間は、在学年限に含め、修業年限には含めないものとする。ただし、３ヵ月以下の停学に限り、修業年限に含めることができ

る。 

第９章 学寮 

 （学寮） 

第５３条 本校に教育施設として学寮を設ける。 

第５４条 第１学年及び第２学年の学生は、学寮に入寮して教育を受けるものとする。ただし、校長が特に認めたものについては、この限

りでない。 

第５５条 学寮の運営その他必要な事項は、別に定める。 

第１０章 公開講座 

 （公開講座） 

第５６条 本校に、公開講座を開設することができる。 

２ 公開講座に関する規則は、別に定める。 

第１１章 外国人留学生 

 （外国人留学生） 

第５７条 本校に留学を希望する外国人があるときは、選考の上、外国人留学生として入学を許可することができる。 

２ 留学生は、定員外とする。 

３ 留学生の教育課程その他の取扱いについては、別に定める。 

４ 留学生は、前項に定めるもののほか、本学則を準用する。    

第１２章  研究生、聴講生、特別聴講学生及び科目等履修生 

 （研究生） 

第５８条  本校において特定の専門事項について研究することを志願する者があるときは、校長は、本校の教育研究に支障がないと認めら

れる場合に限り、選考の上、研究生として入学を許可することがある。 

２ 研究生について、必要な事項は、別に定める。 

 （聴講生） 

第５９条 本校において開設する授業科目のうち、特定の科目について聴講を志願する者があるときは、校長は、本校の教育研究に支障が

ないと認められる場合に限り、選考の上、聴講生として入学を許可することがある。 

２ 聴講生について、必要な事項は、別に定める。  

（特別聴講学生） 

第５９条の２ 高等専門学校（大学及び短期大学を含む。）間の相互単位互換協定に基づいて、本校において開設する授業科目のうち、特

定の科目について聴講を志願する者があるときは、校長は、本校の教育研究に支障がないと認められる場合に限り、選考の上、特別聴講

学生として入学を許可することがある。 

２ 特別聴講学生について、必要な事項は、別に定める。 

（科目等履修生） 

第６０条 本校において開設する授業科目のうち、１科目又は複数科目の履修を志願する者があるときは、校長は、本校の教育研究に支障
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がないと認められる場合に限り、選考の上、科目等履修生として入学を許可することがある。 

２ 前項の科目等履修生が修得した科目については、単位を認定することができる。 

３ 科目等履修生について、必要な事項は、別に定める。 

 

   附 則 

     （一部省略） 

３ 平成29年3月31日において、現存する物質工学科については、改正後の第7条の規定にかかわらず、平成28年度以前に当該学科に入

学した者が、当該学科に在学しなくなる日までの間、存続するものとする。 

（一部省略） 

２ 改正後の学則第２３条第２項は、令和３年度入学者から適用する。 
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別表第１（第１３条関係）

一般科目（知能機械・電気情報・環境都市工学科） 一般科目（知能機械・電気情報・環境都市工学科）

平成31年度～令和4年度入学 令和5年度入学

1年 2年 3年 4年 5年 1年 2年 3年 4年 5年

国語 8 3 3 2 国語 8 3 3 2

思考と表現 1 1 思考と表現 1 1

世界史 2 2 歴史総合 2 2

日本史 2 2 日本史探究 1 1

環境と社会 1 1 地理総合 2 2

現代の世界 1 1 世界史探究 1 1

政治・経済 2 2 公共 2 2

倫理 1 1 政治・経済 2 2

日本経済論 1 1 数学Ⅰα 3 3

数学Ⅰα 3 3 数学Ⅰβ 3 3

数学Ⅰβ 3 3 数学Ⅱα 4 4

数学Ⅱα 4 4 数学Ⅱβ 2 2

数学Ⅱβ 2 2 数学Ⅲα 3 3

数学Ⅲα 3 3 数学Ⅲβ 2 2

数学Ⅲβ 2 2 物理 5 2 3

物理 5 2 3 化学Ⅰ 3 3

化学Ⅰ 3 3 化学Ⅱ 2 2

化学Ⅱ 2 2 総合理科 1 1

総合理科 1 1 保健・体育 10 3 2 2 2 1

保健・体育 10 3 2 2 2 1 芸術 1 1

芸術 1 1 英語 2 2

英語 2 2 英語総合 10 4 4 2

英語総合 10 4 4 2 英語表現 2 2

英語表現 2 2 英会話 1 1

英会話 1 1 英文法 2 2

英文法 2 2 小計 75 27 25 16 6 1

小計 75 27 25 17 5 1 わかやま学 1 1 必ず履修

わかやま学 1 1 必ず履修 地域と文化Ａ 1 1

地域と文化Ａ 1 1 地域と文化Ｂ 1 1

地域と文化Ｂ 1 1 地域と文化Ｃ 1 1

地域と文化Ｃ 1 1 第２外国語ＡⅠ 2 2

第２外国語ＡⅠ 2 2 第２外国語ＢⅠ 2 2

第２外国語ＢⅠ 2 2 第２外国語ＣⅠ 2 2

第２外国語ＣⅠ 2 2 英語Ａ 2 2

英語Ａ 2 2 英語Ｂ 2 2

英語Ｂ 2 2 第２外国語ＡⅡ 2 2

第２外国語ＡⅡ 2 2 第２外国語ＢⅡ 2 2

第２外国語ＢⅡ 2 2 第２外国語ＣⅡ 2 2

第２外国語ＣⅡ 2 2 海外異文化交流（留学） 1 1 1 1 1 1 単位取得の上限は1単位

海外異文化交流（留学） 1 1 1 1 1 1 単位取得の上限は1単位 小計 21 1 2 1 7 14

小計 21 1 2 1 7 14 96 28 27 17 13 15

96 28 27 18 12 15 75以上 27 25 16

75以上 27 25 17 注　卒業認定単位数（進級規則第１２条）

注　卒業認定単位数（進級規則第１２条）

学年別配当
備　　考

一般科目７５単位以上、専門科目８２単位以上、かつ合計１６７単位以上修得すること。

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

選
　
択
　
科
　
目

開設単位数

修得単位数 注

注

一般科目７５単位以上、専門科目８２単位以上、かつ合計１６７単位以上修得すること。

開設単位数

修得単位数

学年別配当
備　　考

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

選
　
択
　
科
　
目

区
分

授業科目 単位数
区
分

授業科目 単位数
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一般科目（知能機械・電気情報・環境都市工学科）

令和6年度以降入学

1年 2年 3年 4年 5年

国語 8 3 3 2

思考と表現 1 1

歴史総合 2 2

日本史探究 1 1

地理総合 2 2

世界史探究 1 1

公共 2 2

政治・経済 2 2

数学Ⅰα 3 3

数学Ⅰβ 3 3

数学Ⅱα 4 4

数学Ⅱβ 2 2

数学Ⅲα 3 3

数学Ⅲβ 2 2

物理 5 2 3

化学Ⅰ 2 2

化学Ⅱ 2 2

総合理科 1 1

サイエンス実習 1 1

保健・体育 10 3 2 2 2 1

芸術 1 1

英語 2 2

英語総合 10 4 4 2

英語表現 2 2

英会話 1 1

英文法 2 2

小計 75 27 25 16 6 1

わかやま学 1 1 必ず履修

地域と文化Ａ 1 1

地域と文化Ｂ 1 1

地域と文化Ｃ 1 1

第２外国語ＡⅠ 2 2

第２外国語ＢⅠ 2 2

第２外国語ＣⅠ 2 2

英語Ａ 2 2

英語Ｂ 2 2

第２外国語ＡⅡ 2 2

第２外国語ＢⅡ 2 2

第２外国語ＣⅡ 2 2
海外異文化交流（留学） 1 1 1 1 1 1 単位取得の上限は1単位

小計 21 1 2 1 7 14

96 28 27 17 13 15

75以上 27 25 16

注　卒業認定単位数（進級規則第１２条）

区
分

一般科目７５単位以上、専門科目８２単位以上、かつ合計１６７単位以上修得すること。

授業科目 単位数
学年別配当

備　　考

修得単位数

選
　
択
　
科
　
目

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

開設単位数

注
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和歌山高専学生課
長方形

和歌山高専学生課
ハイライト表示

和歌山高専学生課
ハイライト表示

和歌山高専学生課
ハイライト表示

和歌山高専学生課
ハイライト表示

和歌山高専学生課
ハイライト表示

和歌山高専学生課
ハイライト表示

和歌山高専学生課
ハイライト表示

和歌山高専学生課
ハイライト表示

和歌山高専学生課
ハイライト表示

和歌山高専学生課
ハイライト表示



一般科目（生物応用化学科） 一般科目（生物応用化学科）

平成31年度～令和4年度入学 令和5年度入学

1年 2年 3年 4年 5年 1年 2年 3年 4年 5年

国語 8 3 3 2 国語 8 3 3 2

思考と表現 1 1 思考と表現 1 1

世界史 2 2 歴史総合 2 2

日本史 2 2 日本史探究 1 1

環境と社会 1 1 地理総合 2 2

現代の世界 1 1 世界史探究 1 1

政治・経済 2 2 公共 2 2

倫理 1 1 政治・経済 2 2

日本経済論 1 1 数学Ⅰα 3 3

数学Ⅰα 3 3 数学Ⅰβ 3 3

数学Ⅰβ 3 3 数学Ⅱα 4 4

数学Ⅱα 4 4 数学Ⅱβ 2 2

数学Ⅱβ 2 2 数学Ⅲα 3 3

数学Ⅲα 3 3 数学Ⅲβ 2 2

数学Ⅲβ 2 2 物理 5 2 3

物理 5 2 3 化学Ⅰ 3 3

化学Ⅰ 3 3 化学Ⅱ 2 2

化学Ⅱ 2 2 総合理科 1 1

総合理科 1 1 保健・体育 10 3 2 2 2 1

保健・体育 10 3 2 2 2 1 芸術 1 1

芸術 1 1 英語 2 2

英語 2 2 英語総合 10 4 4 2

英語総合 10 4 4 2 英語表現 2 2

英語表現 2 2 英会話 1 1

英会話 1 1 英文法 2 2

英文法 2 2 小計 75 28 24 16 6 1

小計 75 28 24 17 5 1 わかやま学 1 1 必ず履修

わかやま学 1 1 必ず履修 地域と文化Ａ 1 1

地域と文化Ａ 1 1 地域と文化Ｂ 1 1

地域と文化Ｂ 1 1 地域と文化Ｃ 1 1

地域と文化Ｃ 1 1 第２外国語ＡⅠ 2 2

第２外国語ＡⅠ 2 2 第２外国語ＢⅠ 2 2

第２外国語ＢⅠ 2 2 第２外国語ＣⅠ 2 2

第２外国語ＣⅠ 2 2 英語Ａ 2 2

英語Ａ 2 2 英語Ｂ 2 2

英語Ｂ 2 2 第２外国語ＡⅡ 2 2

第２外国語ＡⅡ 2 2 第２外国語ＢⅡ 2 2

第２外国語ＢⅡ 2 2 第２外国語ＣⅡ 2 2

第２外国語ＣⅡ 2 2 海外異文化交流（留学） 1 1 1 1 1 1 単位取得の上限は1単位

海外異文化交流（留学） 1 1 1 1 1 1 単位取得の上限は1単位 小計 21 1 2 1 7 14

小計 21 1 2 1 7 14 96 29 26 17 13 15

96 29 26 18 12 15 75以上 28 24 16

75以上 28 24 17 注　卒業認定単位数（進級規則第１２条）

注　卒業認定単位数（進級規則第１２条）

区
分

区
分

授業科目 単位数
学年別配当

備　　考

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

選
　
択
　
科
　
目

選
　
択
　
科
　
目

開設単位数

授業科目 単位数
学年別配当

備　　考

一般科目７５単位以上、専門科目８２単位以上、かつ合計１６７単位以上修得すること。

一般科目７５単位以上、専門科目８２単位以上、かつ合計１６７単位以上修得すること。

開設単位数 修得単位数 注

修得単位数 注

- 37 -



一般科目（生物応用化学科）

令和6年度以降入学

1年 2年 3年 4年 5年

国語 8 3 3 2

思考と表現 1 1

歴史総合 2 2

日本史探究 1 1

地理総合 2 2

世界史探究 1 1

公共 2 2

政治・経済 2 2

数学Ⅰα 3 3

数学Ⅰβ 3 3

数学Ⅱα 4 4

数学Ⅱβ 2 2

数学Ⅲα 3 3

数学Ⅲβ 2 2

物理 5 2 3

化学Ⅰ 2 2

化学Ⅱ 2 2

総合理科 1 1

サイエンス実習 1 1

保健・体育 10 3 2 2 2 1

芸術 1 1

英語 2 2

英語総合 10 4 4 2

英語表現 2 2

英会話 1 1

英文法 2 2

小計 75 28 24 16 6 1

わかやま学 1 1 必ず履修

地域と文化Ａ 1 1

地域と文化Ｂ 1 1

地域と文化Ｃ 1 1

第２外国語ＡⅠ 2 2

第２外国語ＢⅠ 2 2

第２外国語ＣⅠ 2 2

英語Ａ 2 2

英語Ｂ 2 2

第２外国語ＡⅡ 2 2

第２外国語ＢⅡ 2 2

第２外国語ＣⅡ 2 2
海外異文化交流（留学） 1 1 1 1 1 1 単位取得の上限は1単位

小計 21 1 2 1 7 14

96 29 26 17 13 15

75以上 28 24 16

注　卒業認定単位数（進級規則第１２条）

単位数
学年別配当

備　　考

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

選
　
択
　
科
　
目

区
分

授業科目

注

一般科目７５単位以上、専門科目８２単位以上、かつ合計１６７単位以上修得すること。

開設単位数

修得単位数
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別表第２（第１３条関係）

専門科目（知能機械工学科） 専門科目（知能機械工学科）
平成31年度～令和5年度入学 令和6年度以降入学

1年 2年 3年 4年 5年 1年 2年 3年 4年 5年

応用数学 4 2 2 応用数学 2 2

応用物理 2 2 応用物理 2 2

工業外国語 1 1 工業外国語 1 1

工業力学 1 1 工業力学 1 1

振動工学 2 2 振動工学 2 2

材料力学 4 2 2 材料力学 4 2 2

材料学 3 1 2 材料学 3 1 2

熱力学 1 1 熱力学 1 1

工業熱力学 2 2 工業熱力学 2 2

水力学 1 1 水力学 1 1

流体力学 2 2 流体力学 2 2

機構学 2 2 機構学 2 2

機械設計法 4 2 2 機械設計法 4 2 2

機械システム工学 2 2 機械工作法 3 2 1

機械工作法 3 2 1 機械設計製図 8 2 2 2 2

機械設計製図 8 2 2 2 2 工作実習 6.5 2 3 1.5

工作実習 6.5 2 3 1.5 ロボット創作実習 1.5 1.5

ロボット創作実習 1.5 1.5 電子制御Ⅰ 2 2

電子制御Ⅰ 2 2 電子制御Ⅱ 2 2

電子制御Ⅱ 2 2 自動制御 2 2

電子制御Ⅲ 2 2 コンピュータ入門 2 2

自動制御 2 2 情報処理 3 1 2

コンピュータ入門 2 2 情報工学 2 2

情報処理 3 1 2 メカトロニクス設計 2 2

メカトロニクス設計 2 2 計測工学 2 2

計測工学 2 2 機械工学実験 4.5 3 1.5

機械工学実験 4.5 3 1.5 卒業研究 10.5 10.5

卒業研究 8.5 8.5 小計 78 6 10 18 25 19

小計 80 6 10 18 25 21 応用数学 2 2

材料強度学 2 2 材料強度学 2 2

流体工学 2 2 流体工学 2 2

生産管理工学 2 2 機械システム工学 2 2

情報工学 2 2 生産管理工学 2 2

企業実践講座 1 1 必ず履修 企業実践講座 1 1 必ず履修

学外実習 1 1 学外実習 1 1

県内インターンシップ 2 2 県内インターンシップ 2 2

小計 12 0 0 0 4 8 小計 14 0 0 0 4 10

92 6 10 18 92 6 10 18

82以上 6 10 18 82以上 6 10 18

注　卒業認定単位数（進級規則第１２条） 注　卒業認定単位数（進級規則第１２条）

一般科目７５単位以上、専門科目８２単位以上、かつ合計１６７単位以上修得すること。

開設単位数

修得単位数

単位数
学年別配当

備　　考

注

　　履修できるのは
　　どちらか一つ

58

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

選
　
択
　
科
　
目

区
分

授業科目備　　考

58

修得単位数 注

一般科目７５単位以上、専門科目８２単位以上、かつ合計１６７単位以上修得すること。

選
　
択
　
科
　
目

　　履修できるのは
　　どちらか一つ

開設単位数

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

区
分

授業科目 単位数
学年別配当
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専門科目（電気情報工学科） 専門科目（電気情報工学科）
令和3年度入学 令和4年度～令和5年度入学

1年 2年 3年 4年 5年 1年 2年 3年 4年 5年

応用数学 2 2 応用数学 2 2

応用物理 2 2 応用物理 2 2

工業外国語 2 2 工業外国語 2 2

電気回路Ⅰ 3 3 電気回路Ⅰ 3 3

電気回路Ⅱ 2 2 電気回路Ⅱ 2 2

電気回路Ⅲ 2 2 電気回路Ⅲ 2 2

電気磁気学Ⅰ 2 2 電気磁気学Ⅰ 2 2

計算機入門 2 2 計算機入門 2 2

情報処理Ⅰ 2 2 情報処理Ⅰ 2 2

情報処理Ⅱ 2 2 情報処理Ⅱ 2 2

情報処理Ⅲ 2 2 情報処理Ⅲ 2 2

アルゴリズムとデータ構造Ⅰ 2 2 アルゴリズムとデータ構造Ⅰ 2 2

アルゴリズムとデータ構造Ⅱ 2 2 アルゴリズムとデータ構造Ⅱ 2 2

電子回路Ⅰ 2 2 電子回路Ⅰ 2 2

電子回路Ⅱ 2 2 電子回路Ⅱ 2 2

計算機アーキテクチャー 2 2 計算機アーキテクチャー 2 2

マイクロコンピュータ 2 2 マイクロコンピュータ 2 2

情報通信 2 2 情報通信 2 2

回路網理論 2 2 回路網理論 2 2

電子工学 2 2 電子工学 2 2

電気材料 2 2 電気材料 2 2

電子計測 2 2 電子計測 2 2

電気機器 2 2 電気機器 2 2

自動制御 2 2 自動制御 2 2

OSとセキュリティ 2 2 OSとセキュリティ 2 2

電気情報工学実験 12 2 2 3 3 2 電気情報工学実験 12 2 2 3 3 2

卒業研究 10 10 卒業研究 10 10

小計 73 6 13 19 21 14 小計 73 6 13 17 23 14

システム設計 2 2 システム設計 2 2

IC応用回路 2 2 IC応用回路 2 2

電気磁気学Ⅱ 2 2 電気磁気学Ⅱ 2 2

電気設計 2 2 電気設計 2 2

パワーエレクトロニクス 2 2 パワーエレクトロニクス 2 2

送配電工学 2 2 送配電工学 2 2

発変電工学 2 2 発変電工学 2 2

高電圧工学 2 2 高電圧工学 2 2

電気法規・電気施設管理 1 1 電気法規・電気施設管理 1 1

企業実践講座 1 1 必ず履修 企業実践講座 1 1 必ず履修

学外実習 1 1 学外実習 1 1

県内インターンシップ 2 2 県内インターンシップ 2 2

小計 21 0 0 0 12 9 小計 21 0 0 0 12 9

94 6 13 19 94 6 13 17

82以上 6 13 19 82以上 6 13 17

注　卒業認定単位数（進級規則第１２条） 注　卒業認定単位数（進級規則第１２条）

修得単位数 注

一般科目７５単位以上、専門科目８２単位以上、かつ合計１６７単位以上修得すること。

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

選
　
択
　
科
　
目

　　履修できるのは
　　どちらか一つ

開設単位数 58

区
分

授業科目 単位数
学年別配当

備　　考
区
分

授業科目 単位数
学年別配当

備　　考

修得単位数 注

一般科目７５単位以上、専門科目８２単位以上、かつ合計１６７単位以上修得すること。

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

選
　
択
　
科
　
目

　　履修できるのは
　　どちらか一つ

開設単位数 56
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専門科目（電気情報工学科） 専門科目（電気情報工学科）
令和6年度入学 令和7年度以降入学

1年 2年 3年 4年 5年 1年 2年 3年 4年 5年

応用数学Ⅰ 2 2 応用数学Ⅰ 2 2

応用数学Ⅱ 2 2 応用数学Ⅱ 2 2

応用物理 2 2 応用物理 2 2

工業外国語 2 2 工業外国語 2 2

電気回路Ⅰ 3 3 電気回路Ⅰ 3 3

電気回路Ⅱ 2 2 電気回路Ⅱ 2 2

電気回路Ⅲ 2 2 電気回路Ⅲ 2 2

電気磁気学Ⅰ 2 2 電気磁気学Ⅰ 2 2

計算機入門 1 1 計算機入門 1 1

情報処理Ⅰ 2 2 情報処理Ⅰ 2 2

情報処理Ⅱ 2 2 情報処理Ⅱ 2 2

情報処理Ⅲ 2 2 情報処理Ⅲ 2 2

アルゴリズムとデータ構造Ⅰ 2 2 アルゴリズムとデータ構造Ⅰ 2 2

アルゴリズムとデータ構造Ⅱ 2 2 アルゴリズムとデータ構造Ⅱ 2 2

電子回路Ⅰ 2 2 電子回路Ⅰ 2 2

電子回路Ⅱ 2 2 電子回路Ⅱ 2 2

計算機アーキテクチャー 2 2 計算機アーキテクチャー 2 2

マイクロコンピュータ 2 2 マイクロコンピュータ 2 2

情報通信 2 2 情報通信 2 2

回路網理論 2 2 回路網理論 2 2

電子工学 2 2 電子工学 2 2

電気材料 2 2 電気材料 2 2

電子計測 2 2 電子計測 2 2

自動制御 2 2 自動制御 2 2

OSとセキュリティ 2 2 OSとセキュリティ 2 2

AIサイエンス 1 1 AIサイエンス 1 1

電気情報工学実験 12 2 2 3 3 2 電気情報工学実験 12 2 2 3 3 2

卒業研究 10 10 卒業研究 10 10

小計 73 5 13 17 24 14 小計 73 5 9 17 26 16

システム設計 2 2 システム設計 2 2

IC応用回路 2 2 IC応用回路 2 2

システムインテグレーション 1 1 システムインテグレーション 1 1

電気磁気学Ⅱ 2 2 電気磁気学Ⅱ 2 2

電気機器 2 2 電気機器 2 2

電気設計 2 2 電気設計 2 2

パワーエレクトロニクス 2 2 パワーエレクトロニクス 2 2

送配電工学 2 2 送配電工学 2 2

発変電工学 2 2 発変電工学 2 2

高電圧工学 2 2 高電圧工学 2 2

電気法規・電気施設管理 1 1 電気法規・電気施設管理 1 1

企業実践講座 1 1 必ず履修 企業実践講座 1 1 必ず履修

学外実習 1 1 学外実習 1 1

県内インターンシップ 2 2 県内インターンシップ 2 2

小計 24 0 0 0 15 9 小計 24 0 0 0 9 15

97 5 13 17 97 5 9 17

82以上 5 13 17 82以上 5 9 17

注　卒業認定単位数（進級規則第１２条） 注　卒業認定単位数（進級規則第１２条）

修得単位数 注

一般科目７５単位以上、専門科目８２単位以上、かつ合計１６７単位以上修得すること。

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

選
　
択
　
科
　
目

　　履修できるのは
　　どちらか一つ

開設単位数 66

区
分

授業科目 単位数
学年別配当

備　　考

一般科目７５単位以上、専門科目８２単位以上、かつ合計１６７単位以上修得すること。

区
分

授業科目 単位数
学年別配当

備　　考

注

　　履修できるのは
　　どちらか一つ

62

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

選
　
択
　
科
　
目

開設単位数

修得単位数
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専門科目（生物応用化学科応用化学コース） 専門科目（生物応用化学科生物化学コース）

平成31年度以降入学 平成31年度以降入学

1年 2年 3年 4年 5年 1年 2年 3年 4年 5年

応用数学 2 2 応用数学 2 2

応用物理 4 2 2 応用物理 4 2 2

情報処理 3 2  1 情報処理 3 2  1

生物応用化学入門 2 2 生物応用化学入門 2 2

生物 2 2 生物 2 2

分析化学 3 1 2 分析化学 3 1 2

有機化学 4 1 2 1 有機化学 4 1 2 1

無機化学 4 2 2 無機化学 4 2 2

物理化学 4 2 2 物理化学 4 2 2

生命科学 2 2 生命科学 2 2

化学工学 5 1 2 2 化学工学 5 1 2 2

発酵科学 2 2 発酵科学 2 2

生物化学 2 2 生物化学 2 2

機器分析 2 2 機器分析 2 2

高分子化学 2 2 高分子化学 2 2

材料化学 2 2 分子生物学 4 2 2

合成化学 2 2 反応工学 2 2

反応工学 2 2 生物応用化学実験Ⅰ 2 2

生物応用化学実験Ⅰ 2 2 生物応用化学実験Ⅱ 3 3

生物応用化学実験Ⅱ 3 3 生物応用化学実験Ⅲ 4 4

生物応用化学実験Ⅲ 4 4 生物応用化学実験Ⅳ 8 8

生物応用化学実験Ⅳ 8 8 工学ゼミナール 1 1

工学ゼミナール 1 1 卒業研究 13 13

卒業研究 13 13 小計 80 6 7 18 29 20

小計 80 6 7 18 29 20 材料化学 2 2

分子生物学 4 2 2 合成化学 2 2

先端工学概論 2 2          先端工学概論 2 2

地域イノベーション工学特論 2 2 地域イノベーション工学特論 2 2

計測制御工学 2 2 計測制御工学 2 2

移動速度論 2 2 移動速度論 2 2

食品工学 2 2 食品工学 2 2

天然資源化学 2 2 天然資源化学 2 2

生物資源科学 2 2 生物資源科学 2 2

企業実践講座 1 1 必ず履修 企業実践講座 1 1 必ず履修

学外実習 1 1 学外実習 1 1

県内インターンシップ 2 2 県内インターンシップ 2 2

小計 22 0 0 0 6 16 小計 22 0 0 0 6 16

102 6 7 18 35 36 102 6 7 18 35 36

82以上 6 7 18 82以上 6 7 18

注　卒業認定単位数（進級規則第１２条） 注　卒業認定単位数（進級規則第１２条）

開設単位数

修得単位数

区
分

授業科目

　　履修できるのは
　　どちらか一つ

単位数
学年別配当

備　　考

　　履修できるのは
　　どちらか一つ

一般科目７５単位以上、専門科目８２単位以上、かつ合計１６７単位以上修得すること。

区
分

授業科目 単位数
学年別配当

備　　考

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

開設単位数

修得単位数 注

一般科目７５単位以上、専門科目８２単位以上、かつ合計１６７単位以上修得すること。

選
　
択
　
科
　
目

注

選
　
択
　
科
　
目
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専門科目（環境都市工学科） 専門科目（環境都市工学科）

平成31年度～令和3年度入学 令和4年度～令和5年度入学

1年 2年 3年 4年 5年 1年 2年 3年 4年 5年

応用数学Ⅰ 2 2 応用数学Ⅰ 2 2

応用数学Ⅱ 2 2 応用数学Ⅱ 2 2

応用物理 2 2 応用物理 2 2

環境都市工学通論 1 1 環境都市工学通論 1 1

コンピュータリテラシー 1 1 コンピュータリテラシー 1 1

防災学概論 1 1 防災学概論 1 1

基礎情報処理演習Ⅰ 1 1 基礎情報処理演習Ⅰ 1 1

基礎情報処理演習Ⅱ 2 2 基礎情報処理演習Ⅱ 2 2

応用情報処理演習 2 2 応用情報処理演習 2 2

構造力学Ⅰ 1 1 構造力学Ⅰ 1 1

構造力学Ⅱ 2 2 構造力学Ⅱ 2 2

構造力学Ⅲ 2 2 構造力学Ⅲ 2 2

構造力学Ⅳ 2 2 構造力学Ⅳ 2 2

橋梁工学 2 2 橋梁工学 2 2

建設材料学 1 1 建設材料学 1 1

コンクリート構造学Ⅰ 1 1 コンクリート構造学Ⅰ 1 1

コンクリート構造学Ⅱ 1 1 コンクリート構造学Ⅱ 1 1

土質力学I 1 1 土質力学I 1 1

土質力学II 2 2 土質力学II 2 2

水理学Ⅰ 2 2 水理学Ⅰ 2 2

水理学Ⅱ 2 2 水理学Ⅱ 2 2

河川工学 2 2 河川工学 2 2

都市地域計画 1 1 都市地域計画 1 1

測量学Ⅰ 1 1 測量学Ⅰ 1 1

測量学Ⅱ 1 1 測量学Ⅱ 1 1

測量学Ⅲ 1 1 測量学Ⅲ 1 1

環境工学基礎 1 1 環境工学基礎 1 1

環境工学I 1 1 環境工学I 1 1

環境工学II 2 2 環境工学II 2 2

環境工学III 2 2 環境工学III 2 2

施工管理学 2 2 施工管理学 2 2

基礎製図Ⅰ 1 1 基礎製図Ⅰ 1 1

基礎製図Ⅱ 1 1 基礎製図Ⅱ 1 1

設計製図Ⅰ 1 1 設計製図Ⅰ 1 1

設計製図Ⅱ 2 2 設計製図Ⅱ 2 2

設計製図Ⅲ 2 2 設計製図Ⅲ 2 2

基礎実験Ⅰ 2 2 基礎実験Ⅰ 2 2

基礎実験Ⅱ 2 2 基礎実験Ⅱ 2 2

測量学実習Ⅰ 2 2 測量学実習Ⅰ 2 2

測量学実習Ⅱ 2 2 測量学実習Ⅱ 2 2

環境都市工学演習 2 2 環境都市工学演習 2 2

卒業研究 10 10 卒業研究 10 10

小計 74 4 8 18 30 14 小計 74 4 8 18 30 14

振動工学 2  2 振動工学 2  2

耐震工学 2 2 社会基盤メンテナンス工学 2 2

社会基盤メンテナンス工学 2 2 地盤工学 2 2

地盤工学 2 2 海岸工学 2 2

海岸工学 2 2 計画数理 1 1

計画数理 1 1 交通システム 1 1

交通システム 1 1 環境工学IV 1 1

環境工学IV 1 1 企業実践講座 1 1 必ず履修

企業実践講座 1 1 必ず履修 学外実習 1 1

学外実習 1 1 県内インターンシップ 2 2

県内インターンシップ 2 2 小計 15 0 0 0 4 11

小計 17 0 0 0 4 13 89 4 8 18

91 4 8 18 82以上 4 8 18

82以上 4 8 18 注　卒業認定単位数（進級規則第１２条）

注　卒業認定単位数（進級規則第１２条）

修得単位数 注

一般科目７５単位以上、専門科目８２単位以上、かつ合計１６７単位以上修得すること。

選
　
択
　
科
　
目

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

　　履修できるのは
　　どちらか一つ

開設単位数 59

区
分

授業科目 単位数
学年別配当

備　　考

開設単位数 61

修得単位数 注

一般科目７５単位以上、専門科目８２単位以上、かつ合計１６７単位以上修得すること。

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

　　履修できるのは
　　どちらか一つ

単位数
学年別配当

備　　考
区
分

授業科目

選
　
択
　
科
　
目
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専門科目（環境都市工学科） 専門科目（環境都市工学科）

令和6年度入学 令和7年度以降入学

1年 2年 3年 4年 5年 1年 2年 3年 4年 5年

応用数学Ⅰ 2 2 応用数学Ⅰ 2 2

応用数学Ⅱ 2 2 応用数学Ⅱ 2 2

応用物理 2 2 応用物理 2 2

環境都市工学通論 1 1 まちづくりⅠ 1 1

情報リテラシー 1 1 まちづくりⅡ 1 1

防災学概論 1 1 情報リテラシー 1 1

基礎情報処理演習Ⅰ 1 1 基礎情報処理演習Ⅰ 1 1

基礎情報処理演習Ⅱ 2 2 基礎情報処理演習Ⅱ 2 2

応用情報処理演習 2 2 応用情報処理演習 2 2

構造力学Ⅰ 1 1 構造力学Ⅰ 1 1

構造力学Ⅱ 2 2 構造力学Ⅱ 2 2

構造力学Ⅲ 2 2 構造力学Ⅲ 2 2

構造力学Ⅳ 2 2 構造力学Ⅳ 2 2

橋梁工学 2 2 橋梁工学 2 2

建設材料学 1 1 建設材料学 1 1

コンクリート構造学Ⅰ 1 1 コンクリート構造学Ⅰ 1 1

コンクリート構造学Ⅱ 1 1 コンクリート構造学Ⅱ 1 1

土質力学I 1 1 土質力学I 1 1

土質力学II 2 2 土質力学II 2 2

水理学Ⅰ 2 2 水理学Ⅰ 2 2

水理学Ⅱ 2 2 水理学Ⅱ 2 2

河川工学 2 2 河川工学 2 2

都市地域計画 1 1 都市地域計画 1 1

測量学Ⅰ 1 1 測量学Ⅰ 1 1

測量学Ⅱ 1 1 測量学Ⅱ 1 1

測量学Ⅲ 1 1 測量学Ⅲ 1 1

環境工学基礎 1 1 環境工学基礎 1 1

環境工学I 1 1 環境工学I 1 1

環境工学II 2 2 環境工学II 2 2

環境工学III 2 2 環境工学III 2 2

施工管理学 2 2 施工管理学 2 2

基礎製図Ⅰ 1 1 基礎製図Ⅰ 1 1

基礎製図Ⅱ 1 1 基礎製図Ⅱ 1 1

設計製図Ⅰ 1 1 環境都市工学デザインⅠ 1 1

設計製図Ⅱ 2 2 環境都市工学デザインⅡ 2 2

設計製図Ⅲ 2 2 環境都市工学デザインⅢ 1 1

基礎実験Ⅰ 2 2 基礎実験Ⅰ 2 2

基礎実験Ⅱ 2 2 基礎実験Ⅱ 2 2

測量学実習Ⅰ 2 2 測量学実習Ⅰ 2 2

測量学実習Ⅱ 2 2 測量学実習Ⅱ 2 2

環境都市工学演習 2 2 環境都市工学演習 2 2

卒業研究 10 10 卒業研究 10 10

小計 74 4 8 18 30 14 小計 73 4 8 18 30 13

振動工学 2  2 振動工学 2  2

社会基盤メンテナンス工学 2 2 社会基盤メンテナンス工学 2 2

地盤工学 2 2 地盤工学 2 2

海岸工学 2 2 海岸工学 2 2

計画数理 1 1 計画数理 1 1

交通システム 1 1 交通システム 1 1

環境工学IV 1 1 環境工学IV 1 1

企業実践講座 1 1 必ず履修 応用力学 1 1

学外実習 1 1 企業実践講座 1 1 必ず履修

県内インターンシップ 2 2 学外実習 1 1

小計 15 0 0 0 4 11 県内インターンシップ 2 2

89 4 8 18 小計 16 0 0 0 4 12

82以上 4 8 18 89 4 8 18

注　卒業認定単位数（進級規則第１２条） 82以上 4 8 18

注　卒業認定単位数（進級規則第１２条）

修得単位数 注

一般科目７５単位以上、専門科目８２単位以上、かつ合計１６７単位以上修得すること。

選
　
択
　
科
　
目

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

　　履修できるのは
　　どちらか一つ

開設単位数 59

区
分

授業科目 単位数
学年別配当

備　　考
区
分

授業科目 単位数
学年別配当

備　　考

修得単位数 注

一般科目７５単位以上、専門科目８２単位以上、かつ合計１６７単位以上修得すること。

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

選
　
択
　
科
　
目

　　履修できるのは
　　どちらか一つ

開設単位数 59
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別表第１（第１３条及び外国人留学生規則第５条関係）

一般科目（知能機械・電気情報・生物応用化学科・環境都市工学科） 一般科目（知能機械・電気情報・生物応用化学科・環境都市工学科）
令和3年度～令和6年度第３学年編入学 令和7年度以降第３学年編入学

履修認定 履修認定

単位数 ３年 ４年 ５年 単位数 ３年 ４年 ５年

日本語 3 3 日本語 3 3

日本事情 1 1 日本事情 1 1

日本経済論 1 1 数学Ⅲα 3 3

数学Ⅲα 3 3 数学Ⅲβ 2 2

数学Ⅲβ 2 2 保健・体育 5 2 2 1

保健・体育 5 2 2 1 英語 2 2

英語 2 2 英語総合 2 2

英語総合 2 2 英文法 2 2

英文法 2 2 小計 20 15 4 1

小計 21 15 5 1 地域と文化Ａ 1 1

地域と文化Ａ 1 1 地域と文化Ｂ 1 1

地域と文化Ｂ 1 1 地域と文化Ｃ 1 1

地域と文化Ｃ 1 1 第２外国語ＡⅠ 2 2

第２外国語ＡⅠ 2 2 第２外国語ＢⅠ 2 2

第２外国語ＢⅠ 2 2 第２外国語ＣⅠ 2 2

第２外国語ＣⅠ 2 2 英語Ａ 2 2

英語Ａ 2 2 英語Ｂ 2 2

英語Ｂ 2 2 第２外国語ＡⅡ 2 2

第２外国語ＡⅡ 2 2 第２外国語ＢⅡ 2 2

第２外国語ＢⅡ 2 2 第２外国語ＣⅡ 2 2

第２外国語ＣⅡ 2 2 小計 19 0 6 13

小計 19 0 6 13 39 15 10 14

40 15 11 14 75以上 52 15

75以上 52 15 注　卒業認定単位数（進級規則第１２条）

注　卒業認定単位数（進級規則第１２条）

単位数
学年別配当

備考

必
修
科
目

授業科目 単位数
学年別配当

備考
区
分

授業科目
区
分

注

一般科目７５単位以上、専門科目８２単位以上、かつ合計１６７単位以上修得すること。

一般科目７５単位以上、専門科目８２単位以上、かつ合計１６７単位以上修得すること。

必
修
科
目

開設単位数

開設単位数

修得単位数 注

修得単位数

選
択
科
目

選
択
科
目
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別表第２（第１３条及び外国人留学生規則第５条関係）

専門科目（知能機械工学科）

令和3年度以降第３学年編入学
履修認定
単位数 3年 4年 5年

応用数学 4 2 2

応用物理 2 2

工業外国語 1 1

振動工学 2 2

材料力学 4 2 2

材料学 3 1 2

熱力学 1 1

工業熱力学 2 2

水力学 1 1

流体力学 2 2

機械設計法 4 2 2

機械システム工学 2 2

機械工作法 1 1

機械設計製図 4 2 2

工作実習 1.5 1.5

ロボット創作実習 1.5 1.5

電子制御Ⅰ 2 2

電子制御Ⅱ 2 2

電子制御Ⅲ 2 2

自動制御 2 2

情報処理 3 1 2

メカトロニクス設計 2 2

計測工学 2 2

機械工学実験 4.5 3 1.5

卒業研究 8.5 8.5

機械工学通論 2 2

小計 66 20 25 21

材料強度学 2 2

流体工学 2 2

生産管理工学 2 2

情報工学 2 2

企業実践講座 1 1 必ず履修

学外実習 1 1

県内インターンシップ 2 2

小計 12 0 4 8

78 20

82以上 16 20

注　卒業認定単位数（進級規則第１２条）

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

　　履修できるのは
　　どちらか一つ

選
　
択
　
科
　
目

区
分

授業科目 単位数
学年別配当

備　　考

開設単位数 58

修得単位数 注

一般科目７５単位以上、専門科目８２単位以上、かつ合計１６７単位以上修得すること。
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専門科目（電気情報工学科）
令和5年度以降第３学年編入学

履修認定

単位数 3年 4年 5年

応用数学 2 2

応用物理 2 2

工業外国語 2 2

電気回路Ⅱ 2 2

電気回路Ⅲ 2 2

電気磁気学Ⅰ 2 2

アルゴリズムとデータ構造Ⅰ 2 2

アルゴリズムとデータ構造Ⅱ 2 2

電子回路Ⅰ 2 2

電子回路Ⅱ 2 2

情報通信 2 2

回路網理論 2 2

電子工学 2 2

電気材料 2 2

電子計測 2 2

電気機器 2 2

自動制御 2 2

OSとセキュリティ 2 2

電気情報工学実験 8 3 3 2

卒業研究 10 10

電気情報工学演習 2 2

小計 56 21 21 14
選

　

択

　

科

　

目

システム設計 2 2

IC応用回路 2 2

電気磁気学Ⅱ 2 2

電気設計 2 2

パワーエレクトロニクス 2 2

送配電工学 2 2

発変電工学 2 2

高電圧工学 2 2

電気法規・電気施設管理 1 1

企業実践講座 1 1 必ず履修

学外実習 1 1

県内インターンシップ 2 2

小計 21 0 12 9

77 21

82以上 19 21

注　卒業認定単位数（進級規則第１２条）

一般科目７５単位以上、専門科目８２単位以上、かつ合計１６７単位以上修得すること。

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

　　履修できるのは
　　どちらか一つ

開設単位数 56

修得単位数 注

区
分

授業科目 単位数 備　　考
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専門科目（生物応用化学科） 専門科目（生物応用化学科）
令和3年度以降第３学年編入学 令和3年度以降第３学年編入学
（応用化学コース） （生物化学コース）

履修認定 履修認定

単位数 3年 4年 5年 単位数 3年 4年 5年

応用数学 2 2 応用数学 2 2

応用物理 4 2 2 応用物理 4 2 2

情報処理 1 1 情報処理 1 1

分析化学 2 2 分析化学 2 2

有機化学 3 2 1 有機化学 3 2 1

無機化学 4 2 2 無機化学 4 2 2

物理化学 4 2 2 物理化学 4 2 2

生命科学 2 2 生命科学 2 2

化学工学 5 1 2 2 化学工学 5 1 2 2

発酵科学 2 2 発酵科学 2 2

生物化学 2 2 生物化学 2 2

機器分析 2 2 機器分析 2 2

高分子化学 2 2 高分子化学 2 2

材料化学 2 2 分子生物学 4 2 2

合成化学 2 2 反応工学 2 2

反応工学 2 2 生物応用化学実験Ⅲ 4 4

生物応用化学実験Ⅲ 4 4 生物応用化学実験Ⅳ 8 8

生物応用化学実験Ⅳ 8 8 工学ゼミナール 1 1

工学ゼミナール 1 1 卒業研究 13 13

卒業研究 13 13 生物応用化学概論 2 2

生物応用化学概論 2 2 小計 69 20 29 20

小計 69 20 29 20 材料化学 2 2

分子生物学 4 2 2 合成化学 2 2

先端工学概論 2 2 先端工学概論 2 2

地域イノベーション工学特論 2 2 地域イノベーション工学特論 2 2

計測制御工学 2 2 計測制御工学 2 2

移動速度論 2 2 移動速度論 2 2

食品工学 2 2 食品工学 2 2

天然資源化学 2 2 天然資源化学 2 2

生物資源科学 2 2 生物資源科学 2 2

企業実践講座 1 1 必ず履修 企業実践講座 1 1 必ず履修

学外実習 1 1 学外実習 1 1

県内インターンシップ 2 2 県内インターンシップ 2 2

小計 22 0 6 16 小計 22 0 6 16

91 20 35 36 91 20 35 36

82以上 13 20 82以上 13 20

注　卒業認定単位数（進級規則第１２条） 注　卒業認定単位数（進級規則第１２条）

一般科目７５単位以上、専門科目８２単位以上、かつ合計１６７単位以上修得すること。

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

注

選
　
択
　
科
　
目

　　履修できるのは
　　どちらか一つ

開設単位数

修得単位数

学年別配当 学年別配当
備　　考

一般科目７５単位以上、専門科目８２単位以上、かつ合計１６７単位以上修得すること。

備　　考

　　履修できるのは
　　どちらか一つ

開設単位数

修得単位数

区
分

授業科目 単位数

選
　
択
　
科
　
目

注

区
分

授業科目 単位数
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専門科目（環境都市工学科） 専門科目（環境都市工学科）

令和3年度～令和5年度第３学年編入学 令和6年度以降第３学年編入学

履修認定 履修認定

単位数 3年 4年 5年 単位数 3年 4年 5年

応用数学Ⅰ 2 2 応用数学Ⅰ 2 2

応用数学Ⅱ 2 2 応用数学Ⅱ 2 2

応用物理 2 2 応用物理 2 2

基礎情報処理演習Ⅱ 2 2 基礎情報処理演習Ⅱ 2 2

応用情報処理演習 2 2 応用情報処理演習 2 2

構造力学Ⅱ 2 2 構造力学Ⅱ 2 2

構造力学Ⅲ 2 2 構造力学Ⅲ 2 2

構造力学Ⅳ 2 2 構造力学Ⅳ 2 2

橋梁工学 2 2 橋梁工学 2 2

コンクリート構造学Ⅰ 1 1 コンクリート構造学Ⅰ 1 1

コンクリート構造学Ⅱ 1 1 コンクリート構造学Ⅱ 1 1

土質力学I 1 1 土質力学I 1 1

土質力学II 2 2 土質力学II 2 2

水理学Ⅰ 2 2 水理学Ⅰ 2 2

水理学Ⅱ 2 2 水理学Ⅱ 2 2

河川工学 2 2 河川工学 2 2

都市地域計画 1 1 都市地域計画 1 1

測量学Ⅱ 1 1 測量学Ⅱ 1 1

測量学Ⅲ 1 1 測量学Ⅲ 1 1

環境工学I 1 1 環境工学I 1 1

環境工学II 2 2 環境工学II 2 2

環境工学III 2 2 環境工学III 2 2

施工管理学 2 2 施工管理学 2 2

設計製図Ⅰ 1 1 設計製図Ⅰ 1 1

設計製図Ⅱ 2 2 設計製図Ⅱ 2 2

設計製図Ⅲ 2 2 設計製図Ⅲ 2 2

基礎実験Ⅰ 2 2 基礎実験Ⅰ 2 2

基礎実験Ⅱ 2 2 基礎実験Ⅱ 2 2

測量学実習Ⅱ 2 2 測量学実習Ⅱ 2 2

環境都市工学演習 2 2 環境都市工学演習 2 2

卒業研究 10 10 卒業研究 10 10

環境都市工学基礎演習 2 2 環境都市工学基礎演習 2 2

小計 64 20 30 14 小計 64 20 30 14

振動工学 2  2 振動工学 2  2

耐震工学 2 2 社会基盤メンテナンス工学 2 2

社会基盤メンテナンス工学 2 2 地盤工学 2 2

地盤工学 2 2 海岸工学 2 2

海岸工学 2 2 計画数理 1 1

計画数理 1 1 交通システム 1 1

交通システム 1 1 環境工学IV 1 1

環境工学IV 1 1 企業実践講座 1 1 必ず履修

企業実践講座 1 1 必ず履修 学外実習 1 1

学外実習 1 1 県内インターンシップ 2 2

県内インターンシップ 2 2 小計 15 0 4 11

小計 17 0 4 13 79 20

81 20 82以上 12 20

82以上 12 20 注　卒業認定単位数（進級規則第１２条）

注　卒業認定単位数（進級規則第１２条）

修得単位数 注

一般科目７５単位以上、専門科目８２単位以上、かつ合計１６７単位以上修得すること。

選
　
択
　
科
　
目

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

　　履修できるのは
　　どちらか一つ

開設単位数 59

区
分

授業科目 単位数 備　　考
区
分

授業科目 単位数 備　　考

修得単位数 注

一般科目７５単位以上、専門科目８２単位以上、かつ合計１６７単位以上修得すること。

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

選
　
択
　
科
　
目

　　履修できるのは
　　どちらか一つ

開設単位数 61
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別表第３（第４６条関係）

専攻科

（１）メカトロニクス工学専攻
令和５年度以降入学

授　業　科　目 単位数 １年前期 １年後期 ２年前期 ２年後期 備　　考
○英語Ⅰ 2 2
○英語Ⅱ 2 2
現代アジア論 2 2
ビジネスコミュニケーション 2 2
テクニカルライティング 2 2
○技術者倫理 2 2

12 4 2 4 2

数理統計学 2 2
数理工学 2 2
線形代数 2 2
数値計算・解析法 2 2
現代物理学 2 2
情報理論 2 2
センサー工学 2 　 2
応用エネルギー工学 2 2
環境化学工学 2 2
環境マネジメント 2 2

20 10 8 0 2

○工学特別ゼミナール 4 2 2
○工学特別実験 4 2 2
○特別研究Ⅰ 4 2 2
○特別研究Ⅱ 10 4 6
計測制御工学 2 2
パワーエレクトロニクス特論 2 2
ロボット工学 2 2
材料科学 2 2
電気電子工学特論 2 2
精密加工学 2 2
伝熱工学 2 2
熱流体工学 2 2
信号処理理論 2 2
応用ディジタル回路 2 2
創造プログラミング 2 2
インターンシップ 2 2

46 10 12 18 6

78 24 22 22 10

[注]　　○印は必修科目。

専門専攻科目　開設単位数

専門専攻科目　修得単位 36単位以上

区　分

一
般
科
目

一
般

62単位以上

インターンシップ２単位は１年次又は２年次で履修できる。開設単位数の
欄では便宜上1年前期に集計してある。

工学特別ゼミナールは、通年履修科目であるが、開設単位数の欄では、
便宜上、1、２年次共、前期に集計してある。

必修科目は、
一般科目から６
単位、専門科
目から２２単位
の合計２８単位
修得すること。

一般科目　開設単位数
一般科目　修得単位 6単位以上

選択科目は、
一般科目と専
門科目から３４
単位以上修得
すること。ただ
し、専門共通科
目から１２単位
以上、専門専
攻科目から１４
単位以上修得
すること。

一般・専門科目　開設単位数　合計

一般・専門科目　修得単位

専
門
科
目

　
　
　
　
専
門
共
通
科
目

専門共通科目　開設単位数

専門共通科目　修得単位 12単位以上

専
門
専
攻
科
目
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（２）エコシステム工学専攻
令和５～６年度入学 令和７年度以降入学

授　業　科　目 単位数 １年前期 １年後期 ２年前期 ２年後期 備　　考 授　業　科　目 単位数 １年前期 １年後期 ２年前期 ２年後期 備　　考
○英語Ⅰ 2 2 ○英語Ⅰ 2 2
○英語Ⅱ 2 2 ○英語Ⅱ 2 2
現代アジア論 2 2 現代アジア論 2 2
ビジネスコミュニケーション 2 2 ビジネスコミュニケーション 2 2
テクニカルライティング 2 2 テクニカルライティング 2 2
○技術者倫理 2 2 ○技術者倫理 2 2

12 4 2 4 2 12 4 2 4 2

数理統計学 2 2 数理統計学 2 2
数理工学 2 2 数理工学 2 2
線形代数 2 2 線形代数 2 2
数値計算・解析法 2 2 数値計算・解析法 2 2
現代物理学 2 2 現代物理学 2 2
情報理論 2 2 情報理論 2 2
センサー工学 2 2 センサー工学 2 2
応用エネルギー工学 2 2 応用エネルギー工学 2 2
環境化学工学 2 2 環境化学工学 2 2
環境マネジメント 2 2 環境マネジメント 2 2

20 10 8 0 2 20 10 8 0 2

○工学特別ゼミナール 4 2 2 ○工学特別ゼミナール 4 2 2
○工学特別実験 4 2 2 ○工学特別実験 4 2 2
○特別研究Ⅰ 4 2 2 ○特別研究Ⅰ 4 2 2
○特別研究Ⅱ 10 4 6 ○特別研究Ⅱ 10 4 6
反応有機化学 2 2 反応有機化学 2 2
化学反応論 2 2 化学反応論 2 2
有機機能材料 2 2 有機機能材料 2 2
遺伝子細胞工学 2 2 遺伝子細胞工学 2 2
分離工学 2 2 分離工学 2 2
生体高分子 2 2 生体高分子 2 2
応用材料工学 2 2 応用材料工学 2 2
応用地盤工学 2 2 応用地盤工学 2 2
建設設計工学 2 2 建設設計工学 2 2
社会基盤計画学 2 2 社会基盤計画学 2 2
水圏工学 2 2 水圏工学 2 2
地域環境工学 2 2 地域環境工学 2 2
複合構造工学 2 2 連続体力学 2 2
インターンシップ 2 2 インターンシップ 2 2

50 12 12 20 6 50 12 12 20 6

82 26 22 24 10 82 26 22 24 10

[注]　○印は必修科目。 [注]　○印は必修科目。

工学特別ゼミナールは、通年履修科目であるが、開設単位数の欄では、
便宜上、1、２年次共、前期に集計してある。

36単位以上
一般・専門科目　開設単位数　合計

一般・専門科目　修得単位 ６２単位以上

インターンシップ２単位は１年次又は２年次で履修できる。開設単位数の
欄では便宜上1年前期に集計してある。

区　分

一
般
科
目

一
般

必修科目は、
一般科目から６
単位、専門科
目から２２単位
の合計２８単位
修得すること。

一般科目　開設単位数
一般科目　修得単位 6単位以上

専
門
科
目

　
　
　
　
専
門
共
通
科
目

専門共通科目　開設単位数

専門共通科目　修得単位 12単位以上

専
門
専
攻
科
目

選択科目は、
一般科目と専
門科目から３４
単位以上修得
すること。ただ
し、専門共通科
目から１２単位
以上、専門専
攻科目から１４
単位以上修得
すること。

専門専攻科目　開設単位数

専門専攻科目　修得単位

専門専攻科目　開設単位数

専門専攻科目　修得単位 36単位以上

区　分

一
般
科
目

一
般

６２単位以上

インターンシップ２単位は１年次又は２年次で履修できる。開設単位数の
欄では便宜上1年前期に集計してある。

工学特別ゼミナールは、通年履修科目であるが、開設単位数の欄では、
便宜上、1、２年次共、前期に集計してある。

必修科目は、
一般科目から６
単位、専門科
目から２２単位
の合計２８単位
修得すること。

一般科目　開設単位数
一般科目　修得単位 6単位以上

選択科目は、
一般科目と専
門科目から３４
単位以上修得
すること。ただ
し、専門共通科
目から１２単位
以上、専門専
攻科目から１４
単位以上修得
すること。

一般・専門科目　開設単位数　合計

一般・専門科目　修得単位

専
門
科
目

　
　
　
　
専
門
共
通
科
目

専門共通科目　開設単位数

専門共通科目　修得単位 12単位以上

専
門
専
攻
科
目
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和歌山工業高等専門学校教務委員会規則 
 

制  定 平成 ５ 年４月１日 
最近改正 平成１６年４月１日 

 
（設置） 

第１条 和歌山工業高等専門学校に、教務委員会（以下「委員会」という。）を置く。 
（審議事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を審議する。 
一 教育課程の編成に関する事項 
二 入学、転科、休学、退学、除籍、転学、留学及び卒業に関する事項 
三 年間教育計画及び授業時間の編成に関する事項 
四 試験及び学業成績並びに進級及び卒業認定に関する事項 
五 出席簿及び指導要録に関する事項 
六 その他教務に関する事項 
（組織） 

第３条 委員会は、次に掲げる者をもって組織する。 
一 教務主事 
二 教務主事補 
三 学科教員各１名 
（任期） 

第４条 前条第３号の委員の任期は、１年とする。ただし、再任を妨げない。 
（委員長） 

第５条 委員会に委員長を置き、教務主事をもって充てる。 
２ 委員長は、会議を招集し、その議長となる。 
３ 委員長に事故あるときは、第３条第２号の委員がその職務を代行する。 

（委員以外の者の出席） 
第６条 委員長が必要と認めた場合は、委員以外の者を委員会に出席させ、意見を聴くことが

できる。 
（事務） 

第７条 委員会に関する事務は、学生課において処理する。 
附 則 

 この規則は、平成５年４月１日から施行する。 
附 則 

この規則は、平成１１年４月１日から施行する。 
附 則 

この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 
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和歌山工業高等専門学校の自己点検・評価委員会規則 

 

 

制  定 令和 ２年 ３月３１日 

改  正 令和 ６年 １１月１３日 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、和歌山工業高等専門学校組織規則第９条の２第２項、及び和歌山工業

高等専門学校の自己点検・評価等に関する規則第４条第３項の規定に基づき、和歌山工業

高等専門学校（以下「本校」という。）の自己点検・評価委員会（以下「委員会」という。）

の組織及び業務に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（目的） 

第２条 委員会は、本校における教育及び研究、組織及び運営並びに施設及び設備（以下「教

育研究等」という。）の状況について、担当部署における自己点検の指示、評価等（以下

「自己点検・評価」という。）を行うことを目的とする。 

（業務） 

第３条 委員会は、次に掲げる事項について審議し、その業務を処理する。 

一 本校全体の自己点検・評価の実施に関すること。 

二 自己点検・評価の結果を取りまとめた報告書の作成に関すること。 

三 自己点検・評価並びに根拠資料の提出、及び改善が必要と認めた事項の改善策の検討

を各所管委員会等へ要請すること。 

四 組織等から提出された改善案の取りまとめにすること。 

五 改善策の実施状況の把握及び検証に関すること。 

（組織） 

第４条 委員会は、次に掲げる者をもって組織する。 

一 副校長 

二 教務主事 

三 学生主事 

四 寮務主事 

五 専攻科長 

六 メディアセンター長 

七 地域共同テクノセンター長 

八 国際交流推進室長 

九 男女共同参画室長 

十 技術支援室長   

十一 事務部長 
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十二 総務課長 

十三 学生課長 

十四 その他校長が必要と認めた者（外部有識者を含む） 

２ 前項第十四号の委員は、校長が委嘱する。 

（任期） 

第５条 前条第 1項第十四号の委員の任期は、委員の任期は１年とし、再任を妨げない。た

だし、委員に欠員が生じた場合の後任委員の任期は、前任者の残任期間とする。  

（委員長） 

第６条 委員会に委員長を置き、副校長をもって充てる。 

２ 委員長は、会議を招集し、その議長となる。 

３ 委員長に事故あるときは、第４条第二号の委員がその職務を代行する。 

（委員以外の者の出席） 

第７条 委員長が必要と認めた場合は、委員以外の者を委員会に出席させ、意見を聴くこと

ができる。 

(自己点検・評価作業部会) 

第８条 委員会に自己点検・評価委員会作業部会（以下「作業部会」という。）を設置する

ことができる。 

２ 作業部会の運営に関し必要な事項は、委員長が別に定める。 

（事務） 

第９条 委員会に関する事務は、総務課において処理する。 

（雑則） 

第１０条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関して必要な事項は、委員長が別

に定める。 

 

 

附 則 

 この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

 この規則は、令和６年１１月１３日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 
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ゴ

リ
ズ

ム
2
-7

. 
プ

ロ
グ

ラ
ミ

ン
グ

基
礎

1
年

数
学

Ⅰ
β

情
報

リ
テ

ラ
シ

ー

1
-6

. 
数

学
基

礎
2
-1

. 
ビ

ッ
グ

デ
ー

タ
と

デ
ー

タ
エ

ン
ジ

ニ
ア

リ
ン

グ
2
-2

. 
デ

ー
タ

表
現

2
-7

. 
プ

ロ
グ

ラ
ミ

ン
グ

基
礎

3
-2

. 
A

Iと
社

会

※
 修

了
要

件
：

全
て

の
指

定
科

目
の

単
位

修
得

取
組

概
要

（
令

和
６

年
度

開
始

）

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

目
的

本
教

育
プ

ロ
グ

ラ
ム

は
、

リ
テ

ラ
シ

ー
レ

ベ
ル

の
教

育
と

専
門

教
育

を
有

機
的

に
繋

ぐ
こ

と
で

、
情

報
技

術
が

急
速

に
進

展
す

る
こ

れ
か

ら
の

社
会

に
お

い
て

数
理

・
デ

ー
タ

サ
イ

エ
ン

ス
・

A
Iの

知
識

を
専

門
分

野
に

応
用

・
活

用
し

、
現

実
の

課
題

解
決

や
価

値
創

造
を

担
う

こ
と

が
で

き
る

人
材

の
育

成
を

目
的

と
す

る
。

実
施

体
制

校
長

を
運

営
責

任
者

と
し

、
以

下
の

体
制

で
P

D
C

A
サ

イ
ク

ル
を

回
す

こ
と

に
よ

り
、

学
校

全
体

で
数

理
・

デ
ー

タ
サ

イ
エ

ン
ス

・
A

I教
育

に
係

る
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
改

善
取

組
を

推
進

す
る

。
リ

テ
ラ

シ
ー

レ
ベ

ル
教

育
（

令
和

４
年

度
認

定
）

ま
す

ま
す

発
展

が
進

む
情

報
化

社
会

に
お

い
て

、
す

べ
て

の
「

エ
ン

ジ
ニ

ア
」

が
そ

な
え

る
べ

き
「

数
理

・
デ

ー
タ

サ
イ

エ
ン

ス
・

A
I」

の
基

本
的

な
教

養
を

全
学

生
に

修
め

さ
せ

る
。

導
入

：
社

会
に

お
け

る
デ

ー
タ

・
A

I利
活

用
基

礎
：

デ
ー

タ
リ

テ
ラ

シ
ー

心
得

：
デ

ー
タ

・
A

I利
活

用
に

お
け

る
留

意
事

項

【
授

業
科

目
】

測
量

学
実

習
Ⅰ

、
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
リ

テ
ラ

シ
ー

、
基

礎
情

報
処

理
演

習
Ⅰ

、
わ

か
や

ま
学

運
営

責
任

者
企

画
・

改
善

の
指

示
（

A
）

実
行

・
改

善
の

計
画

（
P

）
計

画
の

実
行

（
D

）
自

己
点

検
・

評
価

（
C

）

：
校

長
：

運
営

委
員

会
：

教
務

委
員

会
：

環
境

都
市

工
学

科
、

総
合

教
育

科
：

自
己

点
検

・
評

価
委

員
会

目
的

に
応

じ
て

適
切

な
デ

ー
タ

収
集

・
分

析
を

行
う

能
力

、
A

I技
術

を
活

用
し

課
題

解
決

に
つ

な
げ

る
能

力
、

自
ら

の
専

門
分

野
で

あ
る

環
境

都
市

工
学

分
野

で
応

用
す

る
こ

と
が

で
き

る
実

践
力

を
身

に
つ

け
る

。

身
に

付
け

ら
れ

る
能

力
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